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はじめに

本報告書は、経済産業省資源エネルギー庁殿からの委託事業として株式会社三菱総合研究所が実施した「令和4年度原子力
の利用状況等に関する調査（国内外における原子力政策・産業動向調査等）」の調査成果をまとめたものである。

本調査では、国内および諸外国・地域の原子力政策に係る議論の動向等を幅広く情報収集・分析することを通じて、我が国の
原子力政策の立案・発信に資することを目的としており、以下の実施項目について本報告書にとりまとめた。

(1) 震災後の国内原子力産業に関する調査・分析
① 震災後の国内サプライチェーンの動向収集
② 国内サプライヤの事業継続策
③ 原子力産業が他産業や国内経済に及ぼす影響

(2) 諸外国および原子力関係国際機関における政策動向の収集・共有
① 各国における原子力発電関係動向の収集・共有（随時提供した情報）

✓ 諸外国（全世界25カ国程度）の原子力関連機関、関連事業者等の公開情報を収集し、経済産業省資源エネル
ギー庁殿へ、メールを用いて即時的な情報として提供したもの。

② 各国における原子力政策などについての基本情報の調査（国別プロファイル）
✓ 調査対象国・地域の原子力動向をより良く把握できるようにするために、各国の基本情報、エネルギー政策・計

画、原子力政策・計画、原子力関連動向等の情報をとりまとめた国別プロファイル。
③ 海外における原子力政策等動向に関する資料の取りまとめ等（重要動向として提供した情報）

✓ 上記①のうち、詳細な検討が必要な案件について、背景情報なども踏まえた重要情報として情報提供したもの。
（参考情報や経緯等、必要とされる範囲で整理・提供した情報を含む。）

④ 原子力関係国際機関における議論の動向に関する調査
✓ 原子力関係国際機関が発行したレポートの概要を取りまとめたもの。

(3) IAEA国際会議の開催に係る準備・開催運営等
✓ 国際原子力機関（IAEA)主催の「PLiM（Nuclear Power Plant Life Management）会合」の開催に関して、事

務局として実施した、IAEAとの調整や準備作業および報告書の作成を含む会議運営支援の内容をまとめたもの。
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（１）震災後の国内原子力産業に関する調査・分析
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（１）震災後の国内原子力産業に関する調査・分析

震災後の国内原子力産業に関する調査・分析として、①～③の3項目について、以下に示すそれぞれの
項目について、調査・分析した内容を取りまとめた。
調査内容詳細について、別添1「震災後の国内原子力産業に関する調査・分析」を参照。

①震災後の国内サプライチェーンの動向の収集

➢ 原子力産業政策の歴史

➢ 海外における日本企業の機器供給

➢ 日本を含む世界サプライヤの変遷

➢ 国内企業の海外原子力展開案

③原子力産業が他産業や国内経済に及ぼす影響

➢ 経済・雇用への波及効果

➢ 原子力産業の他産業への裨益

➢ 再稼働による裨益

②国内サプライヤの事業継続策

➢ 各国のサプライチェーン評価

➢ 海外への機器輸出支援

➢ 予算以外のへの支援

➢ サプライチェーン喪失例

➢ 各国のサプライチェーン状況分析

➢ 各国のサプライチェーン支援策

➢ サプライチェーン充実化による雇用・経済以外の裨益

➢ 今後の原子力市場動向

➢ 国外のサプライヤシェア（日本を含まない）

➢ 政府による資本注入

➢ ASME規格/ASME以外の国際規格

➢ 海外の原子力サプライヤの人材育成支援

（１）震災後の国内原子力産業に関する調査・分析
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（2）諸外国および原子力関係国際機関における政

策動向の収集・共有



Copyright © Mitsubishi Research Institute 6

①各国における原子力発電関係動向の収集・共有

原子力発電およびこれに関係する気候変動対策・エネルギー政策に係る海外報道や海外政府・民間企業
等による発表について逐次情報収集を行い、以下の方法にて、情報提供を行った。

◼ 海外報道や海外政府・民間企業等による発表の取りまとめ、配信
➢ 原子力発電およびこれに関係する気候変動対策・エネルギー政策に係る海外報道や海外政府・民

間企業等による発表について、毎週3回とりまとめ、メールにて配信を行った。
✓ 各国における原子力発電所の新設計画、建設状況等
✓ 原子力政策の変更等
✓ 革新炉等の開発状況、プロジェクト状況等
✓ 各国の原子力規制動向等

◼ 米政府及び議会、現地有識者に関する提供情報
➢ 日本における原子力政策立案の参考とすべく、特に、米国の原子力・エネルギー関連動向につい

て動きがあった際に、不定期に、同国原子力・エネルギー政策に精通するシンクタンクから、米政
府及び議会、現地有識者に関する提供情報を行った。（年間60本程度）
✓ 連邦政府の原子力関連予算等
✓ 連邦政府の原子力関連政策等
✓ 州政府の原子力支援策等

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向の収集・共有
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②各国における原子力政策などについての基本情報の調査

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向の収集・共有

調査対象国・地域の原子力動向をより良く把握できるようにするために、各国の基本情報、エネルギー
政策・計画、原子力政策・計画、原子力関連動向等の情報を、国別プロファイルとして取りまとめた。

なお、重点8カ国（米国、英国、仏国、ドイツ、中国、韓国、インド、ロシア）については、ポイントをそれぞれ
1枚に総括した資料及び調査対象国における各国の基本情報、エネルギー政策・計画、原子力政策・計画、
原子力関連動向等（輸出戦略、サプライヤ動向、等を含む）を整理した。

※これらの調査内容について、詳細は別添2「国別プロファイル 2023年３月」を参照。
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③海外における原子力政策等動向に関する資料の取りまとめ等

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向の収集・共有

海外における原子力政策等動向に関する問い合わせに対して、情報収集及び資料の取りまとめを行っ
た。（年間40件程度）
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④原子力関係国際機関における議論の動向に関する調査

（2）諸外国および原子力関係国際機関における政策動向の収集・共有

以下の原子力関係国際機関のレポートについて、概要の作成を行った。

⚫ 【IEA】報告書
➢ Nuclear Power and Secure Energy Transitions: From Today’s Challenges 

to Tomorrow’s Clean Energy System
➢ 「原子力発電と確実なエネルギー移行：今日の課題から明日のクリーンエネルギーシステムへ」

⚫ 【OECD/NEA】報告書
➢ Meeting Climate Change Targets: The Role of Nuclear Energy
➢ 「気候変動目標の達成：原子力の役割」
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(3) IAEA国際会議の開催に係る準備・開催運営等
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(3) IAEA国際会議の開催に係る準備・開催運営等

令和４年度11月２８日～12月2日にかけて、オーストリア/ウィーンにて第5回の会合が開催された
「PLiM（Nuclear Power Plant Life Management）」について、日本側事務局として以下を実施し
た。
⚫ 日本の産業界とも連携しつつ、IAEA との調整や現在策定中のプログラム等に基づく準備作業
⚫ IAEA と連携し、報告書の作成
⚫ IAEA からの要請に基づく、実際の会議運営支援

当該実施内容詳細について、別添3「IAEA国際会議の開催に係る準備・開催運営等」を参照。

(3) IAEA国際会議の開催に係る準備・開催運営等
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①震災後の国内サプライチェーンの動向の収集

• 原子力産業政策の歴史
• 海外における日本企業の機器供給
• 日本を含む世界サプライヤの変遷
• 国内企業の海外原子力展開案
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原子力発電所建設初期の原子力産業政策の歴史

1960年代、国産化融資制度の創設等の政策が実施され、その後、海外企業に頼らない技術開発・建設が
進められたことで国産化が進んだ。1970年以降、高付加価値化の追求として改良標準化等の政策が進
められた。

①震災後の国内サプライチェーンの動向の収集ー原子力産業政策の歴史

⚫ 出所）「石井 晋（独立行政法人経済産業研究所）、”原子力発電の効率化と産業政策―国産化と改良標準化―“ ,  2014.」 を基に作成

1960年代（初期原子力発電所建設時）
～国産化の推進～

1966年 海外企業が主契約となり、敦賀発電所、福島第
一原子力発電所、美浜第一発電所の建設計画が
確定。※1

1966年 日本開発銀行が「原子力発電機器国産化」融資
制度を創設。※2

1967年 日立を主契約とし、島根原子力発電所の建設計
画が確定。※3

1974年 島根原子力発電所が運転開始。

1970～1980年代
～高付加価値化の追求～

1975年 原子力発電機器標準化調査委員会及び原子力発
電設備改良標準化調査委員会が設置。※4

1978年 軽水炉改良標準化調査中間報告書が発表。

1983年 原子力発電高度化懇談会が発足。

1984年 原子力発電高度化懇談会報告書が発表。※5

発電所
（運転開始年）

敦賀1号機
（1970）

島根1号機
(1974)

美浜3号機
（1976）

浜岡2号機
（1978）

玄海2号機
（1981）

福島第二1号機
（1982）

国産化率 55% 94% 93% 94% 99% 98%

※1:敦賀・福島第一はGE、美浜はWH。国内プラントメーカが下請けとして技術
を吸収しながらノウハウの吸収や人材育成を進めた。
※2:国産化を進める理由はエネルギー安全保障、国内経済への裨益、最先端技
術育成とされた。
※3:密接な共同研究を通じ、多くの国産技術（格納容器、圧力容器、炉内構造物、
炉内機器等）を取り入れた。

※4:改良・標準化の主な目標は、プラント稼働率の向上と被曝低減の2つとされた。
また、1980年頃に日本型標準化プラントの仕様を策定することが目標とされた。
※5:安全性確保を前提とし、高稼働率の追求や建設費の低減を図っていくことが
求められた。さらに、建設費の低減においては、プラント標準化の徹底推進に取り
組むことが求められた。
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欧米諸国の大型新設炉建設におけるサプライチェーン

⚫ AP1000については過去東芝・IHIが米国ボーグル3号機の建設の蒸気タービンや格納容器
に関与。実績を作ったことにより、今後も引き続き参入余地あり。

⚫ EPRについては、ポンプ、圧力容器、蒸気発生器といった部素材にMHI、JSWの技術が求め
られることも。

①震災後の国内サプライチェーンの動向の収集ー海外における日本企業の機器供給

AP1000 EPR２

構成機器 米国AP1000 英国ヒンクリーポイントC 仏国フラマンビル

圧力容器・原
子炉容器

Doosan【韓】
クルゾ・フォルジュ※1【仏】

日本製鋼所【日】
クルゾ・フォルジュ※1【仏】

日本製鋼所【日】

格納容器
・建屋

Bechtel【米】、Newport News 
Industrial【米】、IHI【日】

Bylor※2【英】 Bouygues【仏】

ポンプ

Curtiss-Wright（1次系）【米】
Hayward Tyler（蒸気発生器再循環ポンプ）

【米】
Gardner Davis Nash（真空ポンプ）【米】

Flowserve【米】

Selwood【英】
SPX FLOW【米】

三菱重工【日】

Framatome（1次系）【仏】
アルストム・パワーシステムズ※3

バルブ

Georgia Transformer【米】
Enertech【米】

Crane Nuclear【米】
Chromalox Inc. 【米】

Velan【加】
KSB【独】

アルストム・パワーシステムズ※3

蒸気発生器 Doosan【韓】 Framatome【仏】
Valinox Nucleaire【仏】

日本製鋼所【日】

蒸気タービン 東芝【日】 アルストム・パワーシステムズ※3 アルストム・パワーシステムズ※3

出所）各社公表資料等から作成 ※1：Framatome傘下 ※2:Bouygues Travaux Publics、Laing O‘Rourkeのジョイントベンチャー ※3：現GE
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②国内サプライヤの事業継続策

• 各国のサプライチェーン評価
• 海外への機器輸出支援
• 予算以外のへの支援
• サプライチェーン喪失例
• 各国のサプライチェーン状況分析
• 各国のサプライチェーン支援策
• サプライチェーン充実化による雇用・経済以外の裨益
• 今後の原子力市場動向
• 国外のサプライヤシェア（日本を含まない）
• 政府による資本注入
• ASME規格 / ASME以外の国際規格
• 海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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米国：サプライチェーン評価

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン評価

米国のエネルギーサプライチェーンを支援する取り組みの優先順位付け

✓ 【行方向】原子力発電所の構成要素とセグメントを
示す。例えば、核燃料の構成要素は、原料ウランの
精錬、転換、濃縮、HALEUへの濃縮、軽水炉燃料
製造、および先進原子炉（燃料）製造からなる。

✓ 【列方向】構成要素とセグメントの評価基準であり、
以下の10項目で評価

（1）重要な国内サプライヤー
（2）重要な国内需要
（3）重要な国内需要予測
（4）重要な世界市場
（5）重要な世界需要予測
（6）米国サプライヤー間のコスト競争力
（7）米国と世界のサプライヤー間のコスト競争力
（8）海外供給源の安全性
（9）環境問題への取り組みが十分であるかどうか
（10）人権問題への取り組みが十分かどうか。

✓ 各セルの評価項目は「はい」「いいえ」「たぶん」、該当しない場合は「N/A」、現在の情報では不明な場合は
「？」で示し、色分けは、構成要素とセグメント間の評価結果を示している。

出所）U.S. Department of Energy、Nuclear Energy Supply Chain Deep Dive Assessment,
2022年2月24日

⚫ 米国では、原子力発電の各構成要素別に評価を行っており、サプライチェーン支
援の優先順位付けを行っている。
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②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン評価

英国：サプライチェーン評価

✓ サプライチェーンの供給可能性として、原子力発電所の構

成要素やサービス・マネジメント等に対して、国内で現在

供給できているかをYes/Not Currentlyで評価

✓ 英国サプライチェーンでは、原子炉圧力容器、蒸気発生

器・タービン、超大型鍛造品、一次冷却材ポンプが供給で

きないとしている。

✓ 評価時点では全体の45%が供給可能と推定され、参入

障壁等が除去でき、産業支援が行われれば60%程度が

供給可能と推定された。（文献調査と原子力部門の関係

者と協議をして推定と記載）

サプライチェーンの供給可能性

⚫ 英国においても、原子力発電の各構成要素別にサ
プライチェーンの供給可能性が評価されている。

出所）Oxford Economics、The economic benefit of improving the UK‘s nuclear supply 
chain capabilities、March 2013
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英国：サプライチェーン評価

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン評価

✓ 英国国立原子力研究所が、国内の研究開発部門やサ
プライチェーンの現時点の能力と、AMR配備のための
技術開発ギャップを評価したもの。凡例は図下に記載。

✓ 高温ガス炉、超高温ガス炉、ナトリウム冷却高速炉、溶
融塩炉、鉛冷却高速炉の各炉型において評価が行われ、
現時点の英国サプライチェーンで製造可能なのは
20%以下とされた。

各炉型のサプライチェーン評価 赤：i) 能力を評価するのに情報が十分でない、ii)現在の英国のサプライチェーンには必要な製造能力がない
橙：サプライチェーンは、必要な機器を製造することができる可能性がありますが、いくつかの主要なギャップあり
緑：サプライチェーンは近い将来、必要な機器が製造できるようになると期待されるが、いくつか小さなギャップあり
青：現在のサプライチェーンでも製造能力あり

出所）National Nuclear Laboratory、Identification of potential opportunities for 
development of UK R&D capability and strategic UK supply chain to the deployment of 
Advanced Modular Reactors、February 2020

⚫ 近年では先進炉（AMR)のサプライチェーン評価が行われており、5タイプの炉型に対して評価。
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カナダ：サプライチェーン評価

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン評価

✓ 開発すべき各システムや分野で、カナダ（及びニューブランズウィック州）のサプライチェーンにおける供給可能性を
評価し、全構造物・システムの74%を供給可能と推計した。

出所）ARC NUCLEAR CANADA Inc、Reactivating the Underutilized New Brunswick Supply Chain、November 24th 2020、
https://cme-mec.ca/wp-content/uploads/2020/12/CME-ARC-Canada-SC-Event-24112020.pdf

⚫ カナダでは、ベンダーであるARC Nuclear Canada Inc.が、ARC-100炉のサプライ
チェーン評価を実施
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米国：海外機器輸出支援～海外の能力向上支援～

②国内サプライヤの事業継続策ー海外への機器輸出支援

⚫ 出所）DOS,”Program To Create Pathways to Safe and Secure Nuclear  Energy Included in  Biden -Harr is  Administrat ion’s Bold 

Plans To Address the Cl imate Cr is is” ,  https://www.state.gov/program-to-create-pathways-to-safe-and-secure-nuclear-

energy- included-in-biden-harr is-administrat ions-bold-plans-to-address-the-cl imate-cr is is/

国務省（DOS）によるFIRSTプログラム（2021～）

✓ 2021年4月、気候危機に対処するという政権のコミットメントと合致して、米国国務省（DOS）は、「小

型モジュール型原子炉（SMR）技術の責任ある活用に向けた基本インフラ（FIRST）」プログラムを開始

✓ FIRSTプログラムは、米国の原子力エネルギーにおける60年以上にわたるイノベーションと専門知識を

基盤として、パートナー諸国が原子力の安全性、セキュリティ、および不拡散に関する最高の国際基準の

下で、クリーンエネルギー目標のサポートのための核エネルギープログラムを開発する際に、これらの

国々の能力構築を支援するもの。

✓ DOSは同プログラムで実施するプロジェクトの支援に530万ドルを投入する方針

✓ パッケージの一部として米国は、ポーランド、ケニア、ウクライナ、ブラジル、ルーマニア、インドネシア、

ガーナ等の国々と協力し、能力構築、F/Sやサイト調査、実証プロジェクト等を支援

⚫ 米国では、SMRが海外にて活用されることを見据え、海外の能力開発やサイト調
査、実証プロジェクト等を支援するプログラムを開始。最終的には、米国企業の海
外輸出支援につながると考えられる。
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英国：海外機器輸出支援～海外広報・市場分析・マッチング支援～

②国内サプライヤの事業継続策ー海外への機器輸出支援

原子力輸出キャンペーン(Nuclear Sector Deal 2018)

✓ 原子力ライフサイクル全体にわたる将来の輸出を最
大化するために、政府は民間原子力セクターと協力
し、英国原子力に関する専門技能を海外に普及さ
せるための世界的な宣伝活動を展開。

✓ 2030年までに国内市場と輸出市場で最大20億
ポンドの新規契約を獲得するという想定を支援す
る。

✓ 世界市場を評価し、英国にとって利用可能な価値
を特定する。また、政府による戦略的・業務的支援
が最も有益となり得る分野についても検討する。

✓ 輸出支援のために、政府全体でコミットする。必要
に応じ、廃止措置庁(Nuclear 
Decommissioning Authority) のような専
門機関と協力できるようにする。

(Webサイト上で既に終了と記載)

✓ 国際通商省が、英国の原子力部門が国際的なビジ
ネス実施の支援を行ったもの。

✓ 具体的には、主要な海外輸出機会を対象とする
キャンペーンの実施や、原子炉ベンダーやプロ
ジェクト実施者との関係性構築等に取り組む。

✓ 年次の、民間原子力のショーケースイベントや
NDAのサプライチェーンのイベントを通じて、民
間原子力企業は海外顧客とのネットワーク構築、
技術・製品のデモンストレーション、国際通商省の
市場アドバイザとの連携等が可能となる。

原子力輸出支援（2015年～）

⚫ 英国では、政府と民間が一緒に海外への広報活動を展開。さらには、海外市場も
評価をし、英国の関与を分析。過去にはマッチング支援も実施。
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韓国：海外機器輸出支援～信用保証～

⚫ 中小企業の海外への機器輸出支援が積極的に取り組まれている韓国においても、
金銭的支援以外の信用保証に関するプログラムは見られない。

②国内サプライヤの事業継続策ー海外への機器輸出支援

詳細

• 5月16日に発表された「原発輸出基盤構築事業」における施策としては、①国際協力・広報、②国内能力
の強化、③政策・市場研究となっており、中小企業の海外販路の開拓は、海外展示会への参加支援や支
援コンサルティングの実施となっている。

• 信用保証という観点においては、類するものとして、韓国輸出入銀行（KEXIM）からの融資が挙げられ、
UAE・バラカ原子力発電所受注の際には、KEXIM史上最大である100億ドル（建設費200億ドルの調
達）が融資されている。その他、サプライチェーンに対する直接的な信用保証は見当たらない。
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予算支援以外への支援策

②国内サプライヤの事業継続策ー予算以外への支援

米国：GAIN-バウチャープログラム

✓ GAIN（原子力の技術革新を加速するゲートウェイ）のバウチャープログラムは、先進原子

炉技術開発に関わる中小企業、特にスタートアップの支援を念頭に設置。

✓ GAINは主に、原子力エネルギーバウチャープログラム（GAIN Nuclear Energy 

Voucher program）を介して、民間企業に研究開発、許認可支援を提供している。バ

ウチャープログラムでは、主に独自の研究インフラ施設を持たない民間企業を対象として、

国立研究所の設備や人的資源の利用権を提供する。DOE/NE局は、コンペを通して採択

された各テーマに対して、5 万ドルから 50 万ドルのバウチャーを支給する。バウチャー

は、民間企業に対する直接的な研究助成金ではなく、DOE 傘下の国立研究所における

研究・技術支援を得るための引換券（バウチャー）という位置づけで、民間企業はバウ

チャー額に相当する支援を DOE国立研究所から得ることができる。このため、バウ

チャー額は研究費用として、国立研究所に直接送られる。

⚫ 米国では予算支援以外の支援策として、国立研究所の研究や技術支援を得る権
利をバウチャー（引換券）という形で支援している。
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【参考】ヒンクリーポイントC工事の再延期について

②国内サプライヤの事業継続策ーサプライチェーン喪失例

✓ 原子力産業新聞より該当部分抜粋（EDF発表とも齟齬がないことを確認）

EDFは5月19日、ヒンクリーポイントC（HPC）発電所について、1号機の送電開始日程を前回2021年1月の予測からさ
らに1年先送りし、2027年6月に設定したと発表。
（中略）
コロナ禍で建設工事を継続した成果として、EDFは「サプライチェーンの健全性が保たれたほか、いくつかの重要な節目
の作業が完了した」と指摘した。しかし、人的資源や資金、サプライチェーンが大きな制約を受けたのも事実であり、作業
効率が低下。作業量などが増加し、延期の要因になったという。

✓ サプライチェーンの制約の内容については、特に原典に詳細情報はなし。

✓ BBCの報道情報では、関連のニュース記事において、以下の記載がある。

EDF：「COVID-19安全対策によりサイト労働者の減少によって、2020年,2021年における50万日以上
の重要な作業が失われた」

HPC Managing Director：「現場人数を突然5,000人から1,500人に減らさなければならなかった」
「2020年4月には、180のサプライヤが完全閉鎖し、2022年2月でも60以上のサプライヤが生産性を低
下させて対応していた」

✓ これらの記載を踏まえると、サプライチェーンの課題により遅延したというよりも、 COVID-19によりサプラ
イヤの営業が限定されて遅延した、と主張していると考えられる。

⚫ ヒンクリーポイントCの建設工事完了時期の再延期については、サプライチェーンの問題で
はなく、コロナ禍による作業制約によるもの。
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米国の原子力サプライチェーン戦略

⚫ サプライチェーン内で技術的強みのある燃料分野に重点投資するとともに、炉型開発はSMRに注力
し、将来の海外市場の獲得を狙う。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

今後の炉型選択とサプライチェーン戦略

➢ 今後は、自国で製造できない大型鍛造品等は 他国から
調達し、また、自国に技術的な強みのある HALEU等の
新燃料の開発、既存炉の燃料は自給率向上のための支
援を実施。

➢ 大型鍛造品の製造能力を失っており、軽水炉、高速炉、
高温ガス炉等の小型炉に注力。

例）実証炉２基に対する資金支援

・TerraPower社(高速炉)：約2,000億円

・X-energy社(高温ガス炉)：約1,200億円

老朽化した炉に対し、5年間で60億ドルの資金提供を実
施。米国製の燃料の利用率が高いほど、優先的に支援が
行われる仕組み。間接的に燃料の自給率向上を促進

民間原子力クレジット（CNC）プログラム

ナトリウム冷却高速炉 Natrium
TerraPower社 高温ガス炉 Xe-100

X-energy社

ATF（事故耐性燃料）、HALEU（U235濃縮度5～
20%の低濃縮ウラン）、TRISCO（高温ガス炉用燃料）
等の新型燃料に係るR&Dへの財政支援、HALEU濃縮
実証プログラムの完遂への支援を表明

原子力エネルギーサプライチェーン戦略

➢ カナダ、プエルトリコ、英国、ウクライナ、ルーマニア、
ポーランド、チェコ、ラトビア、エストニア、ブルガリア、ヨ
ルダン、カザフスタン等の国でSMR配備の計画やF/S
調査が進められている。

➢ 米国SMRの筆頭であるNuScaleにはこれまで、DOE
から「先進原子力技術開発に関するIFOA」等を通じて、
約3億ドルの資金提供が行われている（すべてDOEと
の費用分担）。【参考のため削除想定】（2013年FOA：
2013年からの5年間,2億2,600万ドル、2015年ラ
イセンス支援：1,650万ドル、2018年先進原子力技術
開発IFOA：1回目・4,000万ドル,2回目・700万ドル）
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英国の原子力サプライチェーンの状況

⚫ 長期間の建設期間の空白により、原子力の国内技術・ノウハウを喪失。国内の革新軽水炉の建設の際
は、原子力固有の機器の多くは、仏国を初めとする欧州大陸のサプライチェーンに依存し、ポンプ等
の一部機器のみ国内生産。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

革新軽水炉のサプライチェーンは他国に依存

➢ 2013年のサプライチェーン評価では、原子炉圧力容器、蒸気
発生器・タービン、大型鍛造品、一次冷却材ポンプが供給でき
ないと評価。

➢ 2019年より、30年ぶりの原子力発電所の新設案件として、
フラマトムのEPRを採用したヒンクリーポイントCの建設を開
始するも、英国は国産の原子炉メーカーを保有しておらず、建
設の際には仏国を初めとする欧州大陸のサプライチェーンに
依存。

英国ヒンクリーポイントC

構成機器 サプライヤ名

エンジニアリング

圧力容器・原子炉
容器

クルゾ・フォルジュ【仏】
日本製鋼所【日】

格納容器
・建屋

Bylor【英】

ポンプ
Selwood【英】

SPX FLOW【米】
三菱重工【日】

バルブ
Velan【加】
KSB【独】

蒸気発生器 Framatome【仏】

蒸気タービン アルストム・パワーシステムズ

ヒンクリーポイントC
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英国の原子力サプライチェーン戦略

⚫ 国内での革新軽水炉の新設において、国内の機器・部素材の製造能力の増強を支援し、自国からの調
達比率を高める方針。

⚫ 次世代炉は、ガス炉の経験や原子力潜水艦の技術蓄積を活かし、高温ガス炉・SMRに注力し、自国サ
プライチェーン比率の上昇を狙う。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

今後の炉型選択とサプライチェーン戦略

➢ 2020年、英国国立原子力研究所が、高温ガス炉、ナト
リウム冷却高速炉、鉛冷却原子炉、溶融塩炉といった新
型炉のサプライチェーン評価を実施。

➢ 特に、SMR・高温ガス炉の機器供給においては、自国
で製造できるようになる期待があるとして、今後は
SMR・高温ガス炉に注力するとの見方も。

先進原子炉基金

国内のSMRと高温ガス炉の開発に対し、研究開発資金を投入。
原子力潜水艦のノウハウを持つRolls-Royceに2.1億￡を投入
し、研究開発を推進。また、ガス炉の蓄積のある高温ガス炉に1.7
億￡投入し、研究開発を推進。

未来原子力実現基金

英国での革新軽水炉の新設の機会に際し、自国産比率向上のた
めの機器・部素材の製造能力増強等を支援。
（2022年内にも交付開始）

左からSMR、HTGR:高温ガス炉、SFR:ナトリウム冷却高速炉、LFR:鉛冷却原子炉、MSR:溶融塩炉
赤：i) 能力を評価するのに情報が十分でない、 ii)現在の英国のサプライチェーンには必要な製造能力がない
橙：サプライチェーンは、必要な機器を製造することができる可能性があるが、いくつかの主要なギャップあり
緑：サプライチェーンは近い将来、必要な機器が製造できるようになると期待されるが、いくつか小さなギャップあり
青：現在のサプライチェーンでも製造能力あり

英国国立原子力研究所のサプライチェーン評価



Copyright © Mitsubishi Research Institute 22

仏国の原子力サプライチェーンの状況

⚫ 仏国はフィンランドや英国での建設経験を通じ、燃料、圧力容器、ポンプ等の広範な原子力サプライ
チェーンを維持。他方で圧力容器やタービンの部材となる大型鍛造品については、他国から調達。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

➢ 1993年着工のシボー2号機以来14年ぶりの新設着工原発とし
て、EDFは、2007年より、フラマンビル原発3号機を建設開始。

➢ 燃料、圧力容器、ポンプ等の主要資機材をフランス国内のサプラ
イチェーン（フラマトム、クルゾ等）でまかなう。

➢ 2015年にGEに売却したアルストムの原子力事業を買い戻し、
タービンのサプライチェーンも内製化する見込み。

広範な原子力サプライチェーンを維持

出所）European Commission, Current Challenges of the European Nuclear Supply Chain, 2020

仏国フラマンビル

構成機器 サプライヤ名

エンジニアリング EDF【仏】

圧力容器・原子炉
容器

クルゾ・フォルジュ【仏】
日本製鋼所【日】（大型鍛造品）

格納容器
・建屋

Bouygues【仏】

ポンプ
Framatome（1次系）【仏】

アルストム・パワーシステムズ【仏】

バルブ アルストム・パワーシステムズ【仏】

蒸気発生器
Valinox Nucleaire【仏】

日本製鋼所【日】（大型鍛造品）

蒸気タービン アルストム・パワーシステムズ【仏】
大統領演説「原子力の復活」

企業名 最大加工(t)

JSW【日】 650

斗山重工【韓】 540

中国第一重型
機械集団【中】

600

OMZ Izhora【露】 600

クルゾ【仏】 500

出典）The World Nuclear Supply Chain Outlook 2040

大型鍛造品の供給能力
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仏国の原子力サプライチェーンの戦略

⚫ 仏国は国内建設期間の空白による機器製造や溶接等の現場技能の低下の指摘を受け、製造業や現場
の技能人材等の強化に大規模な支援。

⚫ 国内では14基の革新軽水炉の建設方針を表明しており、国内建設での教訓や高い自給率を活かし、
他国への海外展開を図る。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

➢ マクロン大統領が最大14基の国内建設を行うことを宣言。今
後は海外展開を視野に革新軽水炉の国内建設に注力する。

出所）European Commission, Current Challenges of the European Nuclear Supply Chain, 2020

フランス復興計画

中小企業の技術維持・設備投資に対する支援を行い、既に、合
計136件のプロジェクト、総額1.5億ユーロの支援が決定。あわ
せて、SMRや燃料サイクル、放射性廃棄物低減に資する炉型へ
の研究開発も支援。

今後の炉型選択とサプライチェーン戦略

➢ フラマンビルでの原子炉容器上蓋の鋼材異常や冷却系配管の
溶接不良等が発覚。

➢ 政府への答申において、「新規着工のない15年の間にEDFの
プロジェクトマネジメント能力や部品メーカーの製造能力が低
下し、特に溶接の技術や人材を喪失した」と指摘。

2019年には、現場人材やプロジェクトマネジメントの強化のた
めにEDFが1億ユーロの投資を決定。EPR2建設に必要となる
サプライヤの資格取得支援や標準化による品質と安全性向上
を図る。

Excell Plan

仏国内で建設を予定しているEPR2での採用を想定し、GEよ
りタービン事業を買収し、製造能力を強化。

GEタービン事業買収

2017年以降、84%の株式を保有しているフランス政府から、
原子力事業立て直しのため、EDFに約30億ユーロの資本注
入。

仏政府による資金注入
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韓国の原子力サプライチェーンの状況と関連する政策

⚫ 1970年代以降、アメリカから技術移転し、国産化を推進。斗山重工を頂点とする燃料、圧力容器、ポ
ンプ等の広範な自国原子力サプライチェーンを確立。

⚫ 前政権の脱原子力政策により原子力産業は疲弊するものの、政府による海外輸出支援策により一定
の製造機会を獲得。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

➢ 2017年からの5年間で脱原子力政策を掲げたことにより、サプ
ライチェーンの収益悪化、発電事業者・プラントメーカー併せて合
計約1,300人の人材流出、約600名の原子力専攻学生の中退な
ど、原子力産業の疲弊が進展。

➢ 官民をあげて、プラント・原子力機器の輸出を積極的に推進し、
自国内に強固なサプライチェーンを維持。

➢ 2022年5月に発足した尹政権では、原子力積極利用・新設再開
の方針。

機器輸出を通じて強固なサプライチェーンを構築

➢ 国内での大型軽水炉の新設・建設再開、官民の連携によ
る積極的なプラント・海外機器輸出を通じ、サプライ
チェーンの強化を図る。

➢ 今後は、SMR海外市場を有望視。

今後の炉型選択とサプライチェーン戦略

中小サプライヤの輸出を支援

韓国水力原子力による中小企業向けの海外認証取得支援や、輸出支
援ポータルサイトによる海外の原子力発電所プロジェクトの状況のお
知らせ、韓国原子力産業の他国への紹介を実施。

また総額47.9億ウォンを投資し、サプライヤの国際シンポジウム参加
への支援や海外の市場調査を実施。

官民でのトップ外交の推進

チェコ首相と韓国大統領の会談を受け、韓国原子力企業連合とチェ
コ企業によるMOU締結を実現。韓国水力原子力（KHNP）社長は、
ルーマニア政府を訪問し、韓国中小企業による資機材約1億円分を獲
得。

海外展開実績

➢ UAE（バラカ①～④）
韓国輸出入銀行からの100億ドルの融資の後押しを受け、韓国電力公社

（KEPCO）がEPCを受注。2021年に1基が運転開始し、2024年まで他3基も運
転開始予定。

➢ エジプト（エルダバ①～④）
韓国水力原子力公社（KHNP社）、斗山重工等がエジプトのペト
ロジェット社とタービン建屋等の二次系統事業に参画。
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【参考】中国の原子力産業と海外展開

⚫ 中国では、原子力発電事業者でもあるCNNC、CGN、SPICが、原子炉の設計・製造も担う。資機材製
造は別の重電メーカーが実施。

⚫ 海外展開については、パキスタンで中国産の華龍1号が運転を開始するといった動きはあるものの、
西側諸国との対立が今後の不安要素。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

➢ 原子炉の主要な資機材は、大手重電メーカーである上海電
気集団、東方電気集団、ハルビン電気集団、第一重型機械
集団及び中国機械工業集団等が供給。

➢ 中国国内におけるAP1000建設について、建設経験を蓄
積するにつれ、主要資機材を中国企業が納入できるように
なっており、主要設備は100％の国産化を達成。

➢ 原子力発電を主力とする中国核工業集団公司（CNNC）
と中国広核集団（CGN）に加えて、五大発電会社の国家
電力投資集団公司（SPIC）が中心となり原子力発電事業
を実施。

➢ CNNCとCGNはライバル関係にあるが、国の政策もあ
り華龍1号を共同で開発。

＜中国の原子力産業＞

発電会社

部品の

ベンダー

上海電気集団、東方電気集団、ハルビン電気集団、

第一重型機械集団、第二重型機械集団、その他

五大発電会社

国家電投 大唐 国電 華電 華能原子力発電会社

CNNC CGN

その他の発電会社

原子炉ベンダー
発電所部品

の供給

SPIC

出所）日本原子力産業協会等の公表情報を基に作成
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【参考】中国の原子力産業と海外展開

⚫ 欧米諸国に先駆けて、革新軽水炉（AP1000、EPR）等の建設、運転開始を実現し、国産炉型である華
龍1号開発・実装済み。『主要設備は既に100％近い国産化に成功』と発表。政府による強力なファイナ
ンス支援により、海外展開を推進。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

• 上海電気集団

• 東方電気集団

• ハルビン電気集団

• 第一重型機械集団

• 第二重型機械集団

• 中国核工業集団（CNNC）

• 中国広核集団（CGN）

• 国家電力投資集団（SPIC）

➢ 中国国内におけるAP1000建設について、建設経験を
蓄積するにつれ、主要資機材を中国企業が納入できるよ
うになっており、中国3大事業者のひとつSPICは『主要
設備（原子炉圧力容器、蒸気発生器、炉内構造物、加圧器
等）は100％の国産化』を達成と発表。

中国の輸出戦略
➢ パキスタン・チャシュマ3、4号機やカラチ発電所の建設中の2基（華龍1号） について、中国輸出入銀行（中国の国営政策投資金融機関）が、ベン

ダー側の費用の82%をファイナンスしているとの指摘も。

➢ 輸入国へのファイナンス支援割合（50％まで）や頭金・金利・償還期間等に関するOECD輸出信用アレンジメントのルールに拘束されずに、ファ
イナンス支援することが可能。

中国のサプライチェーンの状況

出所）SPIC 2018企業社会責任報告 第3世代炉自主化等の公表情報を基に作成

三門1号機 海陽1号機 三門2号機 海陽2号機

建設開始 2009.3 2009.9 2009.12 2010.6

シールドポンプ

原子炉圧力容器

蒸気発生器

炉内構造物

制御棒駆動装置

圧力容器頂部

ポーラクレーン

燃料取替機

鋼製シールド

主配管

加圧器

安全注入タンク

現在はすべて商業運転中

表 中国で建設されたAP1000主要資機材サプライヤーの国別整理

中国サプライヤ

韓国サプライヤ

米国サプライヤ

米国サプライヤ

原子力発電事業者（3大事業者）

原子力発電設備メーカー

設計・エンジニアリング
原子力発電所運営

原子炉圧力容器
蒸気タービン
炉内構造物
制御棒駆動装置、等
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【参考】ロシア燃料サービスの海外展開

⚫ ロシアにとっての近年の主な収入源は、ウラン製品及び燃料関連サービス

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン状況分析

出所）露ROSATOM社アニュアルレポート2020

海外部門全体に占めるウラン製品及び燃料
関連サービスに占める割合

56％ 50％ 45％

ロスアトム海外部門の売上高

ロシアにとっての近
年の主な収入源は、
ウラン製品及び燃料

関連サービス

• ロシアやその他国の企業によって、海外で建設されたすべての原子力発電所は、原子力発電所が長い間建設されなかった
ので、不採算である。

• 当社（ロスアトム）にとって近年の主な収入源は、ウラン燃料供給とウラン濃縮関連サービス。これらのビジネスが海外売り
上げの約40％を占めている。

ロスアトムの電力・安全センター長を務めるプロコフ氏は2015年6月に現地メディアに以下、発言



Copyright © Mitsubishi Research Institute 33

米国の原子力サプライチェーン支援策

⚫ 米国にはサプライチェーンに特化した直接的な財政支援策はないものの、原子炉
への財政支援、各種研究開発に関連する支援策が存在。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

• SMRやその他先進炉の実証に向けた技術開発や概

念設計に資金提供を実施。

例）実証炉２基に対する資金支援

・TerraPower社(高速炉)：約2,000億円

・X-energy社(高温ガス炉)：約1,200億円

➢ 民間原子力クレジット（CNC)プログラム
(60億ドル/5年間)

• 経済的理由により早期閉鎖の懸念がある原子炉への
財政支援プログラム。

• このプログラムの適用に係る審査の際、米国内で製
造（濃縮・転換・加工等）された燃料の利用率が高い原
子炉ほど、優先的に支援が行われる仕組みとなって
いる。

• 間接的ではあるが、燃料サプライチェーンの維持に直
近の比重を置く米国原子力サプライチェーン政策に
整合した施策となっている。

➢ 先進原子炉実証プログラム（ARDP）
(32億ドル/6年間)

• 米国の原子力エネルギーにおけるイノベーションと
専門知識を基盤として、パートナー諸国の原子力エ
ネルギーの能力構築を支援するもの。

• この枠組みにおいて、米国は、ポーランド、ケニア、
ウクライナ、ブラジル、ルーマニア、インドネシア、ラト
ビア、ガーナ、韓国等の国々と協力し、能力構築、
F/Sやサイト調査、実証プロジェクト等様々な支援
を予定。

➢ SMR技術の責任ある活用に向けた基本インフラ
(530万ドル/PJ)

【参考】先進エネルギー製造税額控除プログラム

• 米財務省（DOT）が特定の種類のエネルギー機器の
製造に対して30%の投資税額控除を開発者に提供
するプログラム。

• DOEによるサプライチェーン戦略では、原子力材料
の開発も当該プログラムの適用対象とするようプロ
グラムを拡充することに言及しており、先進原子炉
用材料や、鍛造品等に対し税控除の支援が行われる
予定。
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【参考】米国の原子力サプライチェーン支援策の法律根拠

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

• 財務省（DOT）が特定の種類のエネルギー機器を製造する施設の設備（投資）に対して30%の税額控除を提供する、先進エネ
ルギー製造税額控除プログラムを2013年より実施。

• DOEによるサプライチェーン戦略では、原子力材料の開発も当該プログラムの適用対象とするようプログラムを拡充すること
に言及しており、先進原子炉用材料や、鍛造品等に対し税控除の支援が行われる予定。

米国のサプライチェーン支援策（先進原子炉の部素材開発・製造への税制支援）

米国サプライチェーン支援の背景・目的（大統領令（E.O.14017）第1項より抜粋）
米国は、経済的繁栄と国家安全保障を確保するために、強靭で多様で安全なサプライチェーンを必要としている。パンデミックや

その他の生物学的脅威、サイバー攻撃、気候ショック、異常気象、テロ攻撃、地政学的および経済的競争、およびその他の状況は、重
要な製造能力、重要な商品、製品、サービスの利用可能性と入手可能性を低下させる可能性がある。強靭な米国のサプライチェー
ンは、国内の製造能力を活性化し、再構築し、研究開発における米国の競争力を維持し、高い給与水準の雇用を創出する。また、中
小企業を支援し、繁栄を促進し、気候変動との闘いを前進させ、有色人種のコミュニティや経済的に困窮した地域における経済成
長を奨励する。

より強靭なサプライチェーンは、国内生産の拡大、幅広い供給、冗長性、適切な備蓄、安全で安全なデジタルネットワーク、世界クラ
スの米国の製造拠点と労働力を促進する。さらに、我々の価値を共有する同盟国及びパートナー国との強靭なサプライチェーンに
関する緊密な協力は、集団的な経済及び国家安全保障を促進し、国際的な災害及び緊急事態に対応する能力を強化する。

出所）ホワイトハウス, “Executive Order on America’s Supply Chains”, https://www.whitehouse.gov/briefing-room/presidential-
actions/2021/02/24/executive-order-on-americas-supply-chains/

DOE含む各省へのサプライチェーンレポートの作成を指示
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【参考】米国の原子力サプライチェーン支援策の法律根拠

⚫ バイデン政権において、原子力関連支援を規定している法律は2021年11月に制定されたインフラ投
資法

⚫ インフラ投資法では、民間原子力クレジットプログラムの創設などの各種原子力関連への支援施策の
実行、予算割り当てを規定（例：DOEにおける先進炉実証プログラム（ARDP）等を含む）

⚫ インフラ投資法の基となった、バイデン大統領による米国雇用計画では、原子力への支援理由として、
一貫して「クリーンエネルギーへの投資」の文脈で説明

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

【米国雇用計画における原子力への言及】

⚫ 電力の近代化（クリーンエネルギーへの投資拡大）の一要素として、「原子力や水力発電などの既存の電源が提供
する炭素汚染のないエネルギーの継続的活用」に言及

⚫ 気候科学、イノベーション、研究開発における米国のリーダー的地位の確立に向け、「先進原子力（その他記載省
略）などの気候変動研究開発の優先事項の実証プロジェクトに150億ドルを投資するとともに、世界市場におけ
るこれらの分野の米国の技術リーダーシップを強化する。」と言及

⚫ クリーンエネルギーの政府調達促進の一要素として、「大統領は、（中略）、先進的な原子炉や燃料などの重要技
術の国内での製造を可能にし、高賃金の雇用を創出し、特に地方における地域経済を活性化させるよう議会に
要請している。」と言及
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英国の原子力サプライチェーン支援策

⚫ 英国では、サプライチェーンの強化に資する新設炉支援が予定。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

➢ 未来の原子力実現基金
(1.2億ポンド)

➢ 先進原子炉基金
(3.85億ポンド)

• 英国政府は、2020年11月のグリーンリカバ
リー計画（10 Point Plan）にて、最大3.85億
ポンドの先進原子炉基金を設置し、SMR開発に
2.15億ポンド、AMR（先進モジュラー炉）開発
に1.7億ポンドを投じる方針を発表。

• 2030年代初頭の実証炉運転開始に向けた、国
内のSMR技術開発とAMRの研究開発プログラ
ムに支援を行うもの。

• BEISは、 2021年11月に、この先進原子力基
金の一部として、ロールスロイスのSMRの設計
開発に対して、最大2.1億ポンドの支援を発表し
た。

出所）各国公表情報を基に作成

• 英国のビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）は、
2022年5月に新規原子力発電所開発プロジェクト
を支援する1.2億ポンドの補助金制度として「未来
原子力実現基金（FNEF）」の立ち上げを発表。

• FNEFはBEISが2022年4月に発表した、英国の
「エネルギー供給戦略」の中で約束されていたもの。
2030年までに新設の原子力発電所8基の建設承認
を済ませるという計画の実現のため、原子力事業者
を支援する。

• 支援の原則の一つに、英国産業界の機会創出が掲げ
られ、国内のサプライチェーン強化や雇用への貢献
が重視されている。

• 英国の様々な地域に新設の機会を提供することで、
産業界への投資を促進し、国内の原子力サプライ
チェーンは、レジリエンス（供給力の一時的な低下等
からの回復力）の強化と、関係機器の製造能力増強
が図られる見込。
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英国の原子力サプライチェーン支援策と支援理由

⚫ 民間企業においても、地場企業を支援する取り組みが行われている。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

Hinkley Supply Chain※国の直接支援ではない

✓ EDFエナジー、サマセット商工会議所らが官民連携で地
場企業を支援する取組み

✓ 建設工事費用の約64%を地場企業に発注することをコ
ミットしており、手厚い支援を提供

✓ 専用のWebサイトを構築しており、調達情報・契約情報
等の情報が確認できる

✓ HPC関連の訓練施設として、以下の4つの施設が建設
済または予定である。

① Construction Skills and Innovation Centre

機械設備や電気設備のための監督者・技術者の訓練施設。

② Welding Centre of Excellence 

溶接や関連技術のための訓練施設。

③ Electrical Centre of Excellence

サイト建設のための作業員の訓練施設。Somerset Energy 
Innovation Centre in Bridgwaterに開設。

④ Mechanical Centre of Excellence（建設中）

機械工学の分野の訓練施設。プログラム遅延やリスクの軽減のためのヒ
ンクリーポイントCのモックアップを設ける。

サプライチェーン評価（2013）における支援理由

✓ 技術的なノウハウや品質要件、受注から支払いまでの期
間の長さ、初期コストの高さ等が新規参入の障壁となり、
国内の経済・雇用への大きな効果を阻害する。そのため、
サプライチェーンへの支援に政府が介入することに意義
がある。
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仏国の原子力サプライチェーン支援策と支援理由

⚫ フラマンビル３の建設遅延を省みて、コロナ禍からの経済対策として、官民が総力
を挙げて、抜本的な原子力産業の立て直しを図る。

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

• フランス政府は2020年9月に、コロナ禍からの経済対策として「フランス
復興計画」を発表し、 ①溶接技術や機械加工を含めたサプライヤーの支援、
②SMR開発、③放射性物質対策のイノベーションの推進の3つの領域で、
総額4.89億ユーロの支援を表明しており、既に、合計136件のプロジェ
クト、総額1.5億ユーロの支援が決定。

• 2021年10月には、総額4.89億ユーロの一部として、 フランス政府と
EDFが1億ユーロずつ出資し、原子力セクターの国内中小企業を支援する
投資ファンド「フランス原子力基金」（総額2億ユーロ）を設立。

• さらに、2022年2月18日にフランス政府は、市場価格以下での電力売却
指示による財務負担を軽減するため、EDFに約21億ユーロの資本注入を
発表。

フランス原子力基金の支援例
① 技術維持関連
• Framatome：計装制御事業の強化、人材育成プラットフォームでの知識の

集積、ハイテク溶接に関する人材育成
② 設備投資
• INDUSTEEL：金属板製造用の研削盤の導入
③ モックアップ・訓練施設建設
• INSTN：CEA管理下の高等教育機関INSTNにおける、放射線防護関連の

能力維持・開発に関する訓練校の開設

仏国のサプライチェーン支援策

• EDFは2019年に発表したExcell Planにて、2020~2021年
にかけて1億ユーロを投じる方針を提示。下記の5つの項目での取
り組みを実施。

① 大規模新設プロジェクトの確実なガバナンス：四半期ごとのパ
フォーマンス評価等

② 原子力業界の従事者数の増強：21,000人増加

③ 製造時の欠陥ゼロ化：フラマトムへの5,000万ユーロの投資、
EPR2のTier1全サプライヤの資格（ISO 19443）の取得、フラ
ンス原産協会による資格取得支援等

④ 下請業者との契約の合理化と結果重視：新たな契約ツールの導入
等

⑤ 標準化による品質と安全性向上：機器カタログなどの整備

• 2022年2月10日にEDFは、GEの原子力タービン事業（旧アル
ストム）買収を決定。仏国内で建設を予定しているEPR2での採用
を想定。

民間（EDF）の取り組み フランス政府主導による取り組み

✓ コロナ禍からの復興に向けた経済対策の1つとして、原子力産業
への支援を実施。

✓ 特に国内で約3,000社の企業と22万人の直接・間接雇用を抱え
ており、原子力産業のスキルを強化することによって、輸出市場で
の競争力と国内での運転品質の強化につながる。

仏国のサプライチェーン支援理由
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総括表

②国内サプライヤの事業継続策ー各国のサプライチェーン支援策

国名 各国サプライチェーン戦略 支援策

米国

長期間の建設期間の空白により、大型軽水炉の
主要機器製造能力を喪失。

⇒ 燃料市場、高速炉含むSMR開発に注力。
第３国展開も計画。

「先進原子炉実証プログラム（ARDP）」
SMRやその他の先進炉の実証に向けた技術開発や概

念設計を支援

「民間原子力クレジット（CNC）プログラム」
国内製造燃料の自給率の高い原子炉を優先支援

「SMR技術の責任ある活用に向けた
基本インフラ（FIRST）」

第３国の原子力エネルギーの能力構築を支援

仏国
自国に大型軽水炉の強固なサプライチェーンが存在。
⇒ 革新軽水炉の国内新設、東欧への進出を狙う。

「フランス原子力基金」
サプライヤ、SMR開発に約4.9億ユーロの支援

英国
自国サプライチェーンは弱体化しており、大型軽水炉は仏国

からの技術導入を実施。ガス炉にノウハウの蓄積あり。
⇒ 高温ガス炉・SMRにおいて自国の国産率の上昇を図る。

「先進原子炉基金」
次世代原子炉技術に対して最大3億8,500万ポンド支

援

「未来の原子力実現基金」
新設PJに対して助成金を交付

韓国
自国内に閉じた強固なサプライチェーンが存在。

⇒ 国内新設を基盤に、新興国への展開も視野に。

「2022年度原発輸出インフラ建設事業」
サプライヤのビジネスマッチングの場を創出

「輸出情報・支援ポータルサイト」
サプライヤに対しPJ情報や入札情報を提供
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各国の主要なサプライヤ

各国の各構成機器のサプライヤを整理。炉内構造物や圧力容器、蒸気発生器、蒸気タービンなど大型構造
物においてサプライヤが欠如。

②国内サプライヤの事業継続策ー国外のサプライヤシェア（日本を含まない）

構成機器
米国 英国 仏国 韓国

サプライヤ名 サプライヤ名 サプライヤ名 サプライヤ名

エンジニアリン
グ

Shaw Group
NNB GenCo

（EDFエナジーの子会社）
EDF KEPCO E&C

燃料
Westinghouse

GE
Springfields Fuels Framatome Korea Nuclear Fuel Company 

濃縮
Lousiana Energy 

Services LLC
URENCO UK Orano

炉内構造物 Westinghouse
Framatome（旧Valinox）

Eiffage
Doosan

圧力容器・原子
炉容器

クルゾ・フォルジュ Doosan

（大型鍛造品）
North American 
Forgemasters

Sheffield Forgemasters クルゾ・フォルジュ Doosan

格納容器
・建屋

Bechtel、
Newport News Industrial

Bylor Bouygues
GS E&C、SAMSUNG、HYUNDAI
E&C、DAEWOO E&C、SK E&C、

DAELIM E&C

ポンプ

Curtiss-Wright、
Hayward Tyler、

Gardner Davis Nash、
Flowserve、
SPX FLOW

Selwood
Framatome

アルストム・パワーシステムズ※

Doosan
CW-Hydro

HYOSUNG GOODSPRINGS

バルブ

Georgia Transformer、
Enertech、

Crane Nuclear、
Chromalox Inc. 

IMI Critical Engineering 

アルストム・パワーシステムズ※

Daher
Valco（旧Guichon Valves）

Velan

Doosan
PK Valve
Samshin

蒸気発生器
Framatome

Valinox Nucleaire
Doosan

蒸気タービン アルストム・パワーシステムズ※ Doosan

※現GE



Copyright © Mitsubishi Research Institute 46

海外原子力企業の政府資本有無

⚫ フランス、ロシア、中国の企業においては政府資本が入っている企業が多く、多国籍企業（Urenco）
やカナダ、英国の企業においても、国営化されたことがある。

②国内サプライヤの事業継続策ー政府による資本注入

No.企業（昨年度調査資料から） 国 政府資本
1GE/GE日立 US ー

2Westinghouse US ー

3EDF/Framatome FR ○

4Rosatom RU ○

5
China Global Nuclear
※China General Nuclearの誤記と思われる CN ○

6斗山重工業 KR ー

7
China National Nuclear 
Company CN ○

8Chicago Bridge ＆Iron US ー

9China First Heavy Industry CN ○

10Shanghai Electric Group CN ○

11Dongfang Electric CN ○

12BWXT US ー

13Harbin Electric Corporation CN ○

14GE Power US ー

15Celeros Flow Technology US ー

16Curtiss Wright Flow Control Co. US ー

17Flowserve Corporation US ー

18Pollard Pumps US ー

19Hayward Tyler US ー

20Sulzer Ltd US ー

No.企業（昨年度調査資料から） 国 政府資本

21
TRILLIUM FLOW 
TECHNOLOGIES US ー

22Baker Hughes Company US ー

23Bernard Controls FR ー

24Conval ,Inc. US ー

25Daher FR ー

26Guichon Valves US ー

27Emerson Electric US ー

28Rotork UK ー

29Thompson Valves UK ー

30Velan CA ー

31Urenco UK ○

32Cameco CA ○※1

33General Atomics US ー

34Rolls-Royce UK ○※2

35Nuscale Power, LLC US ー

※1:合弁会社・公営企業（州も）として設立。現在は民営化。
※2:過去政府により買収されたが、現在は民営化。

以下の海外原子力企業に関して、政府資本（株式等）の有無を調査・整理した。次ページ以降に経緯等を整理。
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海外原子力企業の政府資本有無

②国内サプライヤの事業継続策ー政府による資本注入

• 英国、オランダ、ドイツの3カ国のアルメロ条約
（1970年）に従い、1971年に設立されたウラン濃
縮に関する国際共同企業で、現在も政府資本。

• 条約には、「ウラン濃縮のための工場を建設・操業し、
その他の方法により当該工程を商業的に利用する
ための、共同企業の設立及び操業を促進する。」と記
載されており、これがUrencoに当たると考えられ
る。

• 1971年5月に成立した英国法Atomic Energy 
Authority Act 1971において、上記の条約に従
い設立されたウラン濃縮企業（Urenco）が、1965 
年原子力施設法を適用する旨が記載されているが、
設立に関する法は確認できていない。

Urenco（英国） Rolls-Royce（英国）

• 現在の航空機エンジンや原子力関連機器に携わる
Rolls-Royceと、自動車製造・販売に携わる
Rolls-Royce Motor Carsの起源である、
Rolls-Royceは、1971年2月4日、経営破綻し事
業の清算を行うこととなった。

• 1971年2月17日、Rolls-Royceやその子会社の
企業や資産の一部を買収し、それらの企業を継続さ
せるための”Rolls-Royce (Purchase) Act 
1971”が制定された。

• これに従い、Rolls-Royceの原子力等機器の部門
を買収し、国有化したものと考えられる。

• なお、法には国有化の理由等の記載はない。
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海外原子力企業の政府資本有無

②国内サプライヤの事業継続策ー政府による資本注入

• Camecoは2つの王立企業であるEldorado 
Nuclear LimitedとSaskatchewan Mining 
Development Corporationの合併により、州
政府と連邦政府が所有する形で1988年に設立。

• 元の2社の再編に関して、資産の移転等が記載され
た“The Saskatchewan Mining 
Development Corporation 
Reorganization Act”と” Eldorado Nuclear 
Limited Reorganization and Divestiture 
Act”が1988年に制定されている。

• 徐々に株式を売却し、2002年に民営化した。

Cameco(カナダ)

• 2007年にロシア連邦原子力庁（Minatom）が、会
社化されて誕生したのが、Rosatom国営原子力会
社である。プーチン大統領が「Rosatom国営原子
力会社設置法」に署名、さらに、ロシア連邦原子力庁
を廃止し、Rosatomに移転する命令に署名した。

• 原子力発電所の設計・建設・運転、燃料サイクル、原
子力砕氷船、研究開発、放射性同位元素の製造だけ
でなく、核兵器や先進材料、イノベーションの開発な
ど、ロシア国内の原子力産業をすべてを担う
Rosatomは、合計で約400の企業・組織を抱え、
27万5,000人以上を雇用している。

• Rosatomにおける民生用原子力発電部門が、アト
ムエネルゴプロム社である。

Rosatom(ロシア)
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海外原子力企業の政府資本有無

②国内サプライヤの事業継続策ー政府による資本注入

• EDFは、1946年の「電力・ガス事業国有化法」により設立された国有企業であるが、EU大での電力市場自由化の動き
を受け、2004年「EDF・GDF株式会社化法」によりEDFは株式会社となり、一部の株式（約15~16%）が一般公開（部分
民営化）された。

• 株式が一般公開されたのちも、EDFへの政府の権限は強く、政府の保有株は約84%であった。2013年当時の16%の
株主構成は以下の通り

• 機関投資家（EU内、仏外）：約4.2%、機関投資家（EU外）：約3.6%、機関投資家（仏内）：約2.9%、個人株主2.9%、従
業員1.8%、自己株式0.1%

• EDFへの資本注入については、EDFの増資に合わせて、この比率と同程度に政府が増資を受け入れる形となる。
• 株式会社であるEDFが、公共サービスを提供することについて、「relative à la modernisation et au 

développement du service public de l‘électricité（電力についての公共サービスの近代化及び発展に関す
る法律、2000年）」に、電力供給は国や自治体の責任としており、フランスでは80%近くの電力が原子力発電によるも
のであるため、国内に設置された原子力発電所の稼働はフランス国土への電力供給に必要不可欠との判断がある。

• EDFの完全国有化のための法律の成立には時間を要することから、公開株式買付（TOB）を実施するとフランス政府は
2022年7月19日に発表。

• 今回のTOBにより、保有していない株式15.9％と転換社債（株式へ転換する権利付きの社債）60％を取得する。
2022年の補正予算法案を成立させた上で、9月上旬に金融市場庁（AMF）に申請予定であり、政府はTOBの総コスト
を97億ユーロと見積もっている。

EDF(フランス)
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仏国政府によるEDFへの資本注入について（法的根拠）

⚫ EDFは、1946年の「電力・ガス事業国有化法」により設立された国有企業であるが、EU大での電力
市場自由化の動きを受け、2004年「EDF・GDF株式会社化法」によりEDFは株式会社となり、一部
の株式（約15~16%）が一般公開（部分民営化）された。

⚫ 株式が一般公開されたのちも、EDFへの政府の権限は強く、政府の保有株は約84%であった。
2013年当時の16%の株主構成は以下の通り

⚫ 機関投資家（EU内、仏外）：約4.2%、機関投資家（EU外）：約3.6%、機関投資家（仏内）：約2.9%、個
人株主2.9%、従業員1.8%、自己株式0.1%

⚫ EDFへの資本注入については、EDFの増資に合わせて、この比率と同程度に政府が増資を受け入れ
る形となる。

⚫ 株式会社であるEDFが、公共サービスを提供することについて、「relative à la modernisation
et au développement du service public de l‘électricité（電力についての公共サービス
の近代化及び発展に関する法律、2000年）」に、電力供給は国や自治体の責任としており、フランス
では80%近くの電力が原子力発電によるものであるため、国内に設置された原子力発電所の稼働は
フランス国土への電力供給に必要不可欠との判断がある。

⚫ EDFの完全国有化のための法律の成立には時間を要するため、政府は株価にプレミアムをつけて、公
開買い付けを行う可能性が高いと言われている。

②国内サプライヤの事業継続策ー政府による資本注入
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仏法律や法令におけるサプライチェーンに関する記述について

以下に示す法律にてサプライチェーンに関して触れられている。

②国内サプライヤの事業継続策ー政府による資本注入

⚫ Title I: The nationalization of electricity and 

gas companies. (Article 5a)

⚫ Operators  of  therma l  power  p lants  must  cont r ibute  to  the 

development  of  combined heat  and  power  generat ion ,  in  

part icu la r  by  promot ing ,  in  agreement  w ith  loca l  author i t ies ,  the  

creat ion  and  development  of  heat  d is t r ibut ion  networks .

⚫ Pr io r  to  the const ruct ion  of  any  power  p lant  w ith  a  capac ity  

exceed ing  100 megawatts ,  the  app l icant  must  submit  to  the 

Min is ter  of  Indust ry  a technical  and economic  s tudy of  the 

poss ib i l i t ies  of  us ing  thermal  waste or  s team withdrawn e ither  

at  the out lets  of  generators  o r  in  the  process  of  expans ion  for  

d is t r ic t  heat ing or  for  any  ex is t ing  or  potent ia l  industr ia l  or  

agr icultural  employment .

⚫ The cond it ions  fo r  the  t ransfer  of  the  heat  thus  produced must  

be the subject  of  ta r i f fs  f ix ing  i t s  se l l ing  pr ice  a t  the  ex i t  of  

each  un it ,  in  accordance with  the d i rect ives  of  the  Government  

determined by  regu lat ion .  For  Elect r ic i té de France,  these 

d i rect ives  w i l l  take into  account  the effects  of  the  

interconnect ion  of  e lect r ic i ty  d is t r ibut ion  networks  fo r  the  

assessment  of  the loss  of  revenue due to  the decrease in  

elect r ic i ty  p roduct ion  caused  by  the use of  the  processes  

referred  to  in  the  preced ing paragraph .

電力・ガス事業国有化法（1946年）

⚫ Title IX: Miscellaneous or transitional provisions. 
(Articles 47 to 55)

Any natural or legal person who produces, transmits, 
distributes, imports, exports or supplies electricity is 
required to send to the Minister responsible for energy 
all the data relating to his activity and which are 
necessary:

– 1 ° The establishment of statistics for the purpose of 
developing the energy policy in the field of electricity 
and communication to specialized bodies within the 
framework of the international commitments of the 
France;

– 2 ° the transmission to the Commission of the 
European Communities of the elements necessary for 
the calculation of the average Community share 
which defines the degree of opening of the 
Community electricity market;

– 3 ° To the definition of the eligible customers 
mentioned in Article 22;

– 4 ° Monitoring the impact of this law on the level and 
structure of employment in the electricity sector.

電力についての公共サービスの近代化及び発展に関す
る法律（2000年）

Loi n° 2000-108 du 10 février 2000 relative à la 
modernisation et au développement du service public de 
l'électricité - Légifrance (legifrance.gouv.fr)

Law No. 46-628 of 8 April 1946 on the Nationalization of 
Electricity and Gas - Légifrance (legifrance.gouv.fr)
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ASME規格と米国原子力規制との関係

②国内サプライヤの事業継続策ーASME規格

⚫ 米国では、規制に対する民間規格の積極的な活用を連邦法で規定

⚫ NRC（米原子力規制委員会）もASME（米機械学会）等に対しNRCが是認できるよう
な規格作成を推奨しており、規格開発の場にNRCの担当者も委員として参加

【民間規格活用に係る連邦法】
⚫ OMB Circular A-119: Federal Participation 

in the Development and Use of Voluntary 
Consensus Standards and in Conformity 
Assessment Activities
✓ 規格開発のための政府の戦略を詳述したもので

あり、規格開発団体への政府機関の参加を促進し
ている。

⚫ National Technology Transfer and 
Advancement Act of 1995 (NTTAA法）
✓ 政府機関に対し、可能な限り民間規格を採用する

よう指示している。

NIST, Key Federal Law and Policy Documents: NTTAA & OMB A-119,  https://www.nist.gov/standardsgov/what-we-do/federal-policy-standards/key-federal-directives

図 米国における民間規格活用の体系

長谷川邦夫, 民間規格を活用義務化する米国政府機関（1）-保全学 Vol.15-4 (2017)
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ASME取得のプロセス

②国内サプライヤの事業継続策ーASME規格

⚫ 原子力発電用機器を製作する場合のASME取得プロセス（ASME規格Sec. IIIに準拠）
1. 製作者は、州当局に認可された保険会社と、ASME規格に定められた試験検査実施に関する契約

を締結
2. 製作者は、ASMEに対して、工場認定証（Certificate of Authorization）の発行を申請
3. ASMEは、 検査組織（National Board）および認可保険会社と共同で製作者を審査。合格の場

合は認定証を発行し、ASME規格のスタンプを貸与。

4. 製作者は、顧客と機器製作の契約を結び、機器の製作に着工。
5. 認可保険会社は、あらかじめ締結した製作者との契約に基づいて検査員を派遣。検査員は製作ス

ケジュールに合わせて検査を実施。
6. 機器が完成すると、製作者はDate Reportを作成。検査員はこれに署名し、機器がASME規格

に完全に合致していることを証明。
7. 検査員による証明後、製作者は機器のName Plateにスタンプを打刻。
8. 製作者は、機器の出荷とともに、Data Reportを検査組織に送付し永久保管してもらう。

例：原子力発電所用バルブに適用されるスタンプ
Nスタンプ：原子力機器の容器、ポンプ、弁、配管
NVスタンプ：原子力用の安全弁
NPTスタンプ：原子力用機器の部品
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ASME取得に係る費用

②国内サプライヤの事業継続策ーASME規格

54

【ASME取得に係る費用】
⚫ 原子力機器（N-Type）認証

✓ N、NA、NPT、NV、N3、NS認証（クラス１、２、３、MC、CS、CC、TC）：1認証あたり3,685 
USD（約55万円）

✓ 認証マーク：1スタンプあたり365 USD（約5.5万円）
✓ 前払い金：11,000 USD（約164万円）
✓ 新規オーナー認証：11,000 USD（約164万円）
✓ 更新オーナー認証：3,850 USD（約57万円）

⚫ 原子力材料供給（Nuclear Material Organization）認証
✓ 認証：1認証あたり3,685 USD（約55万円）
✓ 前払い金：11,000 USD（約164万円）

⚫ 原子力品質保証（Nuclear Quality Assurance(NQA)）認証
✓ 認証：1認証あたり3,685 USD（約55万円）
✓ 前払い金：11,000 USD（約164万円）

※3年毎に更新が必要。
※上記に加えて審査に関する諸費用（検査員の旅費等）が請求されると考えられる。
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出所：https : / /www.asme.org/cert if icat ion -accreditat ion/asme-cert i f icat ion-process

ASME取得に係る期間

②国内サプライヤの事業継続策ーASME規格

⚫ ASME取得までの概略プロセスと、必要日数の目安は下図の通り。

⚫ 取得申請から証明発行まで約半年程度（計185日）かかる見込みである。
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ASME取得に係る費用・ハードル

②国内サプライヤの事業継続策ーASME規格

56

原子力機器（N-Type）認証について
ASMEは、機器製造業者（サプライヤー）に対してNタイプ認証として、6種類のNスタンプ認証を発行して
いる。それぞれの認証内容の概要は以下の通りである。（なお厳密には、さらに対象機器のクラス分類等に
応じて細かく定義されている）

1. Nタイプ - 圧力容器、ポンプ、バルブ、系統システム、貯蔵タンク、炉心支持構造物などの構築
2. NAタイプ - すべての品目の現地据付および現地組立
3. NPTタイプ - 部品、付属品、溶接品、系統サブアセンブリの製造・供給
4. NSタイプ – 支持構造物の製造
5. NVタイプ – 安全弁の構築
6. N3タイプ - 輸送用コンテナ、貯蔵用コンテナの構築

すなわち、サプライヤー企業は、供給機器やサービス毎にN-type認証を取得する必要がある。
以下、東亜バルブの事例を記載。
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⚫ 国際規格としては、主にIEC、IEEE、ISOがあり、その中で原子力サプライチェーンへの関連が強

い国際規格としてはISO 19443等がある。

ASME以外の規格について

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

規格発行主体 参考情報

IEC
（International 
Electrotechnical 
Commission）

• IEC TC 45：原子力発電所技術、特にヒューマンシステムインターフェース研究に関する助言
と促進を行うために、1971年にIAEAによって設立された原子力発電所計装および制御に関
する技術作業部会。

• 小委員会の1つであるSC 45Aにて、原子力発電所の電気および電子制御システムの構想か
ら設計、製造、試験、設置、運用、保守、修理、近代化、廃止措置までの全ライフサイクルをカバー
する国際規格を発行。

• 2014年8月にサイバーセキュリティの問題に対処する最初の規格を発行し、近年、IEC 
62645の完全改訂版である第2版を発行。

IEEE（Institute of 
Electrical and 
Electronics 
Engineers）

• 産業界を巻き込んだオープンなプロセスを通じて合意基準を策定。
• IEEEの標準規格では、現時点における科学的知見と技術的知識に基づく規格とベストプラク

ティスを定めている。

ISO（International 
Organization for 
Standardization）

• 「ISO 19443 Quality management systems：原子力安全にとって重要な製品及び
サービスを供給する原子力業界のサプライチェーン内の組織のISO 9001:2015 適用のた
めの固有の要求事項」は、原子力エネルギー、原子力技術及び放射線防護に関する技術委員会
ISO/TC 85 が国際原子力機関 (IAEA) など、24の国際的な専門家グループの協力を得て、
発行。

IEC, Standards for the safety of nuclear energy, https://www.iec.ch/blog/standards-safety-nuclear-energy
IEEE SA, IEEE Launches Certification Program for Nuclear Equipment Qualification to Help Improve Global Nuclear Safety, 
https://standards.ieee.org/news/2022/nuclear-equipment-certification/
IRCA, 原子力産業の品質に関するセクター規格 ISO 19443 https://japan.irca.org/media/category02/ISO19443
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IEC/TC45の委員会構成

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

【TC45：原子力計装専門委員会】
WG1：用語及び分類
WG9：放射線検出器とシステム
WG18：原子力及び放射線利用における無人遠隔自動化システム

【SC45A：原子力施設関連計装制御システム及び電気システム分科委員会】
WG2：検出器及び計測手法
WG3：計装および制御システム
WG5：原子炉特殊計装・放射線モニタ
WG7：原子炉安全系電気機器の信頼性
WG8：制御室
WG9：システム性能と外部ストレスに対する堅牢性
WG10：原子力発電プラント計装制御システム及び電気システムの経年劣化管理
WG11：電気システム
IEC-IEEE Joint Project

【SC45B：放射線防護計測分科委員会】
WG5：環境モニタリング用放射線防護計器
WG8：能動形ポケット・携帯型線量（率）計及びモニタ、受動形線量計測システム
WG9：原子力施設内の放射線・放射能モニタリング用据置形装置
WG10：ラドン及びラドン壊変生成物測定装置
WG15：スペクトロメトリ・線量計・線量率計による不法往来監視測定装置
WG16：汚染計及び汚染監視装置
WG17：放射線の能動的応答測定を用いた保安検査システム
MT18：環境・電磁的及び機械的性能要件

IEC - TC 45 Dashboard > Structure: 
Subcommittee(s) and/or Working Group(s), 
Membership, Officers, Liaisons
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ISO/TC85の委員会構成

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

【TC85（原子力）】
WG1   用語
WG3   放射線加工

【SC２：放射線防護】
WG2：基準放射線場
WG13：内部被ばくモニタリング及び線量評価
WG１４：空気中放射能濃度の管理及びモニタリング
WG17：放射能測定
WG18：生物学的線量評価
WG19：外部被ばくの個人モニタリング
WG20：放射性物質の不法取引
WG21：民間航空機における放射線被ばく線量評価
WG22：医療放射線利用における線量評価及びそのプロトコル
WG２３：放射線防護のための遮蔽及び閉じ込めシステム
WG２５：原子力/放射線災害における放射線監視
ISO/TC142：原子力利用におけるアエロゾルフィルター

【SC５：原子力施設関連技術】
WG1：原子燃料サイクルにおける分析方法
WG４：放射性物質輸送
WG5：キャラクタリゼーションと廃棄物管理
WG8：臨界安全
WG13：廃止措置：除染、廃炉、回復

【SC６：原子炉技術】
WG1：発電炉分析及び方法
WG2：研究、試験、放射性同位体製造炉
WG3：発電炉、立地、設計、建設、運転および廃止措置

52-2.indb (jst.go.jp)

ISO - ISO/TC 85 - Nuclear energy, nuclear technologies, and radiological protection
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ISO19443：原子力産業の品質に関するセクター規格

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

⚫ 「ISO19443: 品質管理システム」は、原子力発電関連セクターが品質マネジメント規格
ISO9001を準拠するための特別要件を規定したもの。原子力発電の安全性にフォーカス。

• 2018年6月13日に発行
• ISO19443について、セクター規格としては、自動車産業向けのISO/TS16949や、医療機器向けの

ISO13485などが良く知られており、安全性が非常に重視される原子力産業のサプライチェーンが
ISO9001:2015を適用する際の要求事項を定めるもの。

• 関連規格詳細
• ISO/IEC TS 23406:2020：製品およびサービスを提供する組織に品質管理システムの監査および認証

を提供する機関に対する原子力セクターの要件
• ISO/IEC 17021-1：適合性評価 - マネジメントシステムの監査および認証を提供する機関の要件

• 諸外国の動き
【英国】
• UKAS（英国認証機関認定審議会）は原子力サプライチェーンの認定活動として、ISO/IEC 17021-1の認定

活動を拡張し、2018年にISO19443の第三者認証認定の準備を開始。ISO IEC TS 23406の要件も考
慮。2022年初頭に認定発表が期待されているが、COVID-19の影響により遅延している。

【韓国】
• 斗山エナビリティは、2022年7月7日に、欧州国際標準試験認証機関であるTÜV SUDからISO19443認

証を取得。
• チェコ、フランスなどの多数の欧州諸国の原子力発電事業者は、原子力周辺機器の供給の前提条件として、

ISO19443認証書の取得を要求。
【フランス】
• EDFもExcell Planにて、ISO19443の認証取得支援をフランス原産協会（Gifen）と協力して進めている。
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ISO19443：原子力産業の品質に関するセクター規格

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

• TÜV SUDによるISO19443のトレーニングプログラムの提供（1,600ユーロ）
ISO 19443 Training Course | TÜV SÜD Japan (tuvsud.com)

【プログラム内容】
• ISO 19443の構造と要件
• リスクベース思考入門
• 原子力安全にとって重要な部品の決定
• 偽造品、詐欺品、疑わしい商品の防止
• トレーサビリティ、検証、文書化
• 原子力安全文化
• ISO 19443認証プロセス

⚫ TÜV SUDによるISO19443のトレーニングプログラムが提供されている。
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ISO19443とその他規格との関連性

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

ISO 19443:2018 Suppliers (apolloplus.com)

⚫ ISO19443、ISO/TS 23406はそれぞれサプライチェーンとその監査を行う
機関との関係性であり、他産業でのISO9001とISO/IEC17021の関係性と
類似の構造を取っている。
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ISO19443の取得企業

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

⚫ ISO19443は2018年に発行されており、フランスを中心に取得企業が増加。
昨今では韓国斗山エナビリティも取得（2022年7月）

出所：https://www.apolloplus.com/post/iso-19443-2018-certified-suppliers

【France】
1. Assystem
2. Valinox Nuclear
3. Seimaf Groupe
4. OAKRIDGE
5. SAS BENONY Mecanique
6. HIXIH
7. ONET
8. FIVES NORDON
9. ORTEC-Groupd
10.SMEP Industries
11. D&S Groupe
12.CEGELEC CEM
13.ISDEL Energy
14.GE Steam Power
15.SNEF Power Services

【UK】
1. Ansaldo Nuclear Ltd.
2. TSP Engineering
3. Doosan Babcock Ltd.
4. SIG Distribution
【Russia】
1. AAEM
2. VO Safety
3. RPE “RADICO”
【Others】
1. SIGMA Group（チェコ）
2. KSR KUEBLER NIVEAU MESSTECHNIK

（ドイツ）
3. Krantz GmbH（ドイツ）
4. Mangiarotti（Westinghouse）（イタリア）
5. HULANICKI BEDNAREK（ポーランド）
6. PALTECH（南アフリカ）
7. DEXTRA Manufacturing（タイ）

※海外のコンサル企業の情報で記載しており、網羅的な抽出ではない。
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JAEA, 欧米における原子力発電設備の維持基準 https://atomica.jaea.go.jp/data/detai l/dat_detai l _02 -02-03-16.html

AFCEN https://www.afcen.com/en/

仏国の原子力規格

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

⚫ 規制審査の基準は大きく分けて3要件

✓ ASN（フランス原子力安全局）が決定した、RFS（安全基本規則）

✓ ASNの承認を受けた民間規格であるRCC、RSE-M

✓ その他の省令や通達、ASNが決定した公的な要件

⚫ サプライヤが取得を必要とするのは分野に沿ったRCC規格

規格区分 内容

RCC-M 機械部品の設計・製造・検査規則

RCC-E 電気部品とI&Cシステムの設計・構築規則

RCC-
MRx

Na冷却高速炉(SFR)、研究炉(RR)、核融合炉用(FR-ITER)の設計・建築規則

RCC-C PWRの燃料集合体と炉心の供給に必要な規則

RCC-CW 原子力部門の土木工事一般の規則

RCC-F 原子力設備内における防火システムの規則

RSE-M 機械部品の稼働中検査、設置、およびメンテナンスの規則

⚫ 外部機関委託の研修が案内されているが、ASMEのような機関による認証プロセスは確認できていない。

✓ Apave、Bureau Veritas、FRAMATOMEといった機関が研修を委託され実施、修了書は発行している。

✓ RCC-Mなら全項目の習得に講習料で400万円弱程度かかる概算、また対面実施の研修がほとんどである。

⚫ 仏国は民間原子力規格としてAFCEN発行のRCC,RSEを利用
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⚫ Hinkley Pointのサプライチェーンガイドをもとに、サプライヤの規格対応を確認。

⚫ 機器区分ごとに参考規格が提示されており、この規格（RCC-M等）に従う。

⚫ サプライヤの製造に関する監視・検査は、ライセンシーが直接実施したり、外部機関に委託したりできる。

英国の原子力規格

②国内サプライヤの事業継続策ーASME以外の国際規格

Safety 
Class

RCPB or 
HIC

機械区分 規格コード

1

Y M1 RCC-M1

N M2 RCC-M2
追加条件付きASME III、もしくは追加条件付きKTA（ドイツ原子力規格）でも可

N M3 RCC-M3

2

N M2 RCC-M2
追加条件付きASME III、もしくは追加条件付きKTA（ドイツ原子力規格）でも可

N M3 RCC-M3

3

N M2 RCC-M2
追加条件付きASME III、もしくは追加条件付きKTA（ドイツ原子力規格）でも可

N M3 RCC-M2 もしくは追加条件付きのHarmonised European Standards（欧州整合規格）でも可
もしくはPEDに準拠する任意の基準に追加条件を設けたものでも可

N NR Harmonised European Standards（欧州整合規格）
もしくはPED（欧州圧力機器指令）に準拠する任意の基準

RCC-M：機械部品の設計施工規則
KTA：ドイツ原子力規格
PED：欧州圧力機器指令

M1：機械区分（原子炉冷却材圧力バウンダリと高信頼性機器）
M2：機械区分（燃料被覆管の完全性が要求されない箇所で原子炉冷却材圧力バウンダリから隔離されていない原子力製品
M3：機械区分（原子炉の冷却材に接触することはないが、閉じ込めの役割を果たす原子力製品）
NR：区分外

⚫ 英国Hinkley Point Cの建設においては、機器区分ごとに参入するための規格が提示
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⚫仏国では溶接技術の維持のために、溶接に関する学校が設置・開講された。

海外の原子力サプライヤの人材育成支援

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援

溶接に関する工業学校の設置

⚫ 以下の目的で学校が設置されている。

⚫ 年間200名、10万時間のトレーニングが計画されている。

⚫ 総予算は840万ユーロ（12億円程度）で、フランス復興計画か

ら選定されている。

⚫ 2022年9月から企業の従業員向けのトレーニングが開始さ

れ、2023年にはさらに一般に開放される。

⚫ 訓練カタログを確認する限りでは、原子力特有の講座は、1種

類のみで全体から占める割合は多くないと考えられるが、原

子力発電所内を模擬した環境で訓練できるとしている。

出所）https://hefais.fr/

企業の従業員向け訓練カタログ

• フランス産業、特に原子力および海軍部門は、同一の溶接の課
題（溶接工不足、高い産業要件による高いレベルのスキルの必
要性）に直面している。

• 将来の雇用を確保し、2つのセクターの産業地域および国の
ニーズを満たすことが必要になった。

• この課題に対処するために、潜水艦、水上艦、原子力施設の建
設などの大規模な工業用地で働く最高のフランスの溶接工を
訓練する。

原子力発電所内を再現した環境
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⚫人材事業について仏国の例を深掘り調査

海外の原子力サプライヤの人材育成支援

仏政府によるフランス復興計画

 資金：4.9億ユーロ（そのうち、2億ユーロが原子力基金）

 内容

 SMR・廃棄物管理可能な炉型の開発を支援

 原子力産業のデジタル化や原子力技能人材の強化（1.5億€）

 国内原子力関連中小企業を支援するファンド(フランス原子力基金)を設立（国1億€、

EDF1億€）

ものづくりの人材育成関係の取り組みについて

原子力基金での取り組みを次ページ以降で紹介

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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原子力基金にて実施されているものづくり関係の人材育成（1/5）

プロジェクト名：AFEN（電気技師の育成アカデミー創設）

実施事業者：INEO NUCLEAIRE（原子力事業も扱う電気工事会社）

サイト：https://www.equans.fr/votre-activite/infrastructures-

energetiques/nucleaire-environnements-sensibles/services/lafen
 概要

原子力発電所の電気設備等に係るソリューションサービス会社において、原子力を専門とする電気技師の育成アカデミー

を創設。

 内容：４つのトレーニングコースを提供

 原子力環境での電気技師コース（所要時間：434時間）

配線、接続、トラブル対応、サービスおよびメンテナンス

 原子力環境での電気技術者研究コース（所要時間：455時間）

電気工学（高電流、低電流など）の分野におけるプロジェクトの設計や研究

 専門分野「原子力の技術的特異性」 （所要時間：70時間）

技術的特異性について研究スタッフを教育し、安全文化を認識させる

 専門分野「原子力の環境特異性」 （所要時間：70時間）

原子力環境の特異性について現場担当者を教育し、安全文化を認識させる

サポーター

雇用を担当する

行政機関

建設スキルの

職業訓練機関

産業資源研究所：

180人の職業訓練用のト

レーナー、エンジニアなどを

抱える職業訓練センター

Oranoの

トレーニング組織

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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原子力基金にて実施されているものづくり関係の人材育成（2/5）

プロジェクト名：ETSN（配管溶接作業）

実施事業者：BOCCARD（産業機器および設備の設計、製造、保守メーカー）

サイト：https://www.boccard.fr/vos-marches-industriels/civil-nuclear-

industry/

 概要

産業用設備設計・施工会社における内部人材の育成により配管溶接作業に係わる

高い能力水準を確保。

 内容：詳細情報なし

プロジェクト名：Hybridation & VMCT

実施事業者：SNCT PUBLICATIONS

サイト：特になし

 概要

ボイラ・配管産業団体を通じ原子力発電所の配管作業員及び溶接作業員の能力開

発・強化ならびに金属加工専門人材の養成施設へのバーチャルリアリティモジュー

ルを提供。

 内容：詳細情報なし

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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原子力基金にて実施されているものづくり関係の人材育成（3/5）

プロジェクト名：ESPEF（溶接学校・訓練プラットフォーム）

実施事業者：Framatome（重電メーカー）

サイト：https://www.monavenirdanslenucleaire.fr/actualites-et-

evenements2/decouvrez-le-projet-ecole-de-soudage-et-plateforme-d-

entrainement

 概要

Framatome社においてハイテク溶接に関する人材育成・トレーニング方法の近代化により社

内のチームや協力企業の人員の能力を開発。

 内容：詳細は上記URLの動画参照（約3分）。以下いくつか様相を抜粋。

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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原子力基金にて実施されているものづくり関係の人材育成（4/5）

プロジェクト名：NEｘIF（原子力産業人材育成コンソーシアム）

実施事業者：EDF、CFA DES METIERS DE L’ENERGIE、LYCEE ANDREEE MALRAUX、

GRETA MTI 77、パリ・サクレ―大学など

サイト：https://www.edf.fr/edf-recrute/nos-actualites-rh/reussir-un-avenir-

bas-carbone-decouvrez-le-projet-nexif

https://www.monavenirdanslenucleaire.fr/actualites-et-evenements2/nexif-

l-excellence-des-formations-nucleaires-en-ile-de-france

 概要

原子力産業人材育成のためにイル＝ド＝フランス地

域圏（首都圏）の高校、大学、職業能力開発機関

Greta MTI 77、EDF及びCEAが教育パスを共同

開発。

 内容：技術者とエンジニアのための原子力部門のト

レーニングをコンソーシアム一体となって開発（190

万ユーロの資金獲得）

 訓練を受けた卒業生は２０２３年以降から原子

力発電所にて優遇される？（詳細不明）

 原子力発電所運用技術者という資格が得られる

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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プロジェクト名：PASS NUCLEAIRE（配管セグメントでの専門職のトレーニング）

実施事業者：ASSOCIATION POUR l‘APPRENTISSAGE INDUSTRIEL（産業トレーニング提

供会社）、FIVES NORDON（産業配管業者）

サイト：https://www.monavenirdanslenucleaire.fr/actualites-et-

evenements2/projet-pass-nucleaire-formations-et-promotion-des-metiers-

de-la-tuyauterie

 概要

産業トレーニングセンターと工業用配管専門会社による、配管セグメントに係わる人材の

初期研修または継続研修の方法の開発。

 内容：詳細情報なし

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援

原子力基金にて実施されているものづくり関係の人材育成（5/5）
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⚫人材事業について仏国の例を深掘り調査

海外の原子力サプライヤの人材育成支援

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援

EDF“Excell Plan”の取り組み状況

資金：1億ユーロ（2020-2021年にかけての投入金額であり、2022年以降は不明）

 Excell Plan：フォルツ氏の調査報告書の指摘を踏まえた政府の要請により、EDFが公表した

仏原子力産業のエクセレンス向上のための計画

 下記の5つの項目での取り組みを実施。

1. 大規模新設プロジェクトの確実なガバナンス：四半期ごとのパフォーマンス評価等

2. 原子力業界の従事者数の増強：21,000人増加

3. 製造時の欠陥ゼロ化：フラマトムへの5,000万ユーロの投資、EPR2のTier1全サプ

ライヤの資格（ISO 19443）の取得、フランス原産協会による資格取得支援等

4. 下請業者との契約の合理化と結果重視：新たな契約ツールの導入等

5. 標準化による品質と安全性向上：機器カタログなどの整備

フランス原産協会（GIFEN）による、ものづくり人材育成の取り組みを紹介
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⚫ フランス原産協会GIFENによるMATCHプログラム。

⚫ 2,000近くのトレーニングコースを提供。

Mon Avenir dans le Nucléaire | Le portail des 
métiers et des formations du nucléaire 
(monavenirdanslenucleaire.fr)

Excell Planにて実施されているものづくり関係の人材育成（1/4）

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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トレーニング内容：工業用ボイラー製造

サイト：https://www.monavenirdanslenucleaire.fr/les-formations/des-

formations-pour-toutes-et-tous/bac-pro-technicien-en-chaudronnerie-

industrielle-tci

 概要

ボイラーアセンブリ、板金アセンブリ、工業用配管、および

金属構造フレームの製造を行う

 内容：

 手動操作の工作機械だけでなく、CNC機械やロボッ

トも使用

 溶接、リベット留め、ボルト締め、接着などの使用する

材料ごとの組み立て技術や適切な機械（レーザー切断、

プラズマ切断、プレス、圧延、溶接ロボットなど）の活

用

 CAMを分析して活用するCADソフトウェアの活用

図 訓練箇所一覧

Excell Planにて実施されているものづくり関係の人材育成（2/4）

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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トレーニング内容：回転機器メカニック

サイト：https://www.monavenirdanslenucleaire.fr/les-metiers/tous-les-

metiers/mecanicienne-mecanicien-machines-tournantes

 概要

予防および是正保守業務を担当し、速度低下、

誤動作、故障を防ぐ

 内容：

 欠陥部品の洗浄、修理、交換

 機械部品のアセンブリ

Excell Planにて実施されているものづくり関係の人材育成（3/4）

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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トレーニング内容：バルブ

サイト：https://www.monavenirdanslenucleaire.fr/les-metiers/tous-les-

metiers/robinetiere-robinetier

 概要

バルブエンジニアとして予防、保守、保全を実施

 内容：

 状態監視、修復対応

 機器メンテナンス、修理・交換

Excell Planにて実施されているものづくり関係の人材育成（4/4）

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援
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【参考資料】フランスーExcell Planについて

②国内サプライヤの事業継続策ー海外の原子力サプライヤの人材育成支援

• 【2019年12月】

フォルツ氏の調査報告書の指摘を踏まえた政府の要請により、EDFは仏原子力産業のエクセレンス向上のための計画

（Excell plan）を公表。

• 同計画は①原子力産業の品質強化、②技能・能力強化、③大規模プロジェクトのガバナンス強化の3つの柱で構成されて

おり、EDFは2020～2021年にかけて1億ユーロを投じる方針を提示。

• 【2020年10月】

EDFは同計画が順調に進捗していることを発表するとともに、2021年半ばまでに、新たに①大規模新設プロジェクトの確実

なガバナンス、②原子力業界の従事者数の増強（2019~2021年にかけて従事者数を21,000人増加）、③製造時の欠陥ゼ

ロ化、④下請業者との契約の合理化と結果重視、⑤標準化による品質と安全性向上の5つの柱に基づく25の取組を実施する

方針を明らかにした。

• 【2021年3月】
フラマトム社は、検査員を養成する検査アカデミーの開設を発表し、Excell planと連動して、EDF従業員を対象に訓練を実
施すると発表。

• 【2022年6月時点の主な進捗】
①ガバナンス：四半期ごとの全プロジェクトのパフォーマンスと成熟度合いの評価、毎週のスケジュール遵守
②原子力業界の増強：原子力専門職大学、10年間の訓練要請、EDF・フラマトムにおけるKMの展開
③製造時の欠陥ゼロ化：フラマトム向上への5,000万ユーロの投資、EPR2のTier1全サプライヤの資格（ISO 19443）の
取得、Gifenによる資格取得支援
④下請業者との契約の合理化：新たな契約ツールの導入、高リスク契約への金銭的なインセンティブメカニズムの導入、
Top30サプライヤのパフォーマンスプランの実施と管理
⑤標準化による品質と安全性向上：プロジェクトにおけるカタログ（CADO）の活用

https://www.framatome.com/EN/businessnews-2107/framatome-inspection-academy-
opens-in-st-marcel-francenbsp.html

https://www.edf.fr/groupe-edf/espaces-dedies/journalistes/tous-les-communiques-de-presse/edf-presente-un-premier-
point-detape-du-plan-excell-le-plan-dexcellence-de-la-filiere-nucleaire

https://www.edf.fr/groupe-edf/espaces-dedies/journalistes/tous-les-communiques-de-presse/edf-
presente-excell-le-plan-d-excellence-de-la-filiere-nucleaire

https://www.edf.fr/groupe-
edf/edf-en-bref/plan-excell
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③原子力産業が他産業や国内経済に及ぼす影響

• 経済・雇用への波及効果
• 原子力産業の他産業への裨益
• 再稼働による裨益
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原子力発電所建設による経済・雇用への波及影響

⚫ 諸外国においては、原子力発電の建設により、さらに数千人以上の雇用、数千億円程度の経済効果を
見込む試算がなされている。

③原子力産業が他産業や国内経済に及ぼす影響ー経済・雇用への波及効果

AP1000
ヴォーグル３・４号

（建設中：1,250MW×2）

✓ ピーク時3,000名以上の雇用が
創出

✓ 約26億ドル（3,400億円程度）の
経済効果

EPR
ヒンクリーポイントC

（建設中：1,720MW×2)

✓ 12,500名の雇用が創出

✓ 7.5億ポンド（1,200億円程度）の
経済効果

OPR1000
新ハンウル３・4号

（建設中止：1,400MW×2）

✓ 875名/年の雇用が創出

✓ 9120億ウォン（930億円程度）の
経済効果

出所）経済効果・雇用数は各国公表情報を基に作成

⚫ ※1米ドル：130円、1ポンド：164円、1ウォン：0.102円
⚫ ※雇用数には、直接的な雇用以外に間接的な雇用も含まれる。各国で試算された雇用数を基数で除することで 1基あたりの雇用効果とした。
⚫ ※各国で試算された、発電所建設による間接効果等も含んだ経済効果を、基数で除することで 1基あたりの経済効果とした。

※追加的な地域雇用のみ（既存の事業者の雇用等は除
く）とみられる※経済効果は”代替発電と比較した顧客への価値“と表

現されており、明確な算出方法等は記載されていない

画像出所）Georgia Power,
https://www.georgiapower.com/company/plant-vogtle.htmlより抜粋 ※画像は建設中の新ハンウル１，２号機

画像出所）原子力産業新聞, https://www.jaif.or.jp/journal/oversea/9095.htmlより抜粋

画像出所）EDF,
https://www.edfenergy.com/energy/nuclear-new-build-projects/hinkley-point-
c/about/reactorより抜粋







Copyright © Mitsubishi Research Institute 85

再稼働に向けた安全対策工事の裨益 推計試行

推計条件

③原子力産業が他産業や国内経済に及ぼす影響ー再稼働による裨益

• 原産協会データに加え、安全対
策工事完了日・特重施設工事
完了日のファクトを確認。

• これらのデータや仮定をもと
に、3ヶ月毎に安全対策工事と
特重施設工事を実施している
炉の数を見積もる。

• 各工事の年間費用をパラメー
タとし、年度ごとの新規制基準
対応支出額を目的変数に定め、
推計。

• 工事の年間支出額をもとに、
データの無い2020年度以降
の新規制基準対応支出額を推
計する。

• 工事終了から支払いまでのず
れを考慮し、年度の支出額は
1~12月までの工事の支出額
が反映されるとした。

発電炉名 炉型
原子炉設置（変更）許可手続き 工事計画認

可
営業運転再

開
安全対策工事

完了
特重施設
工事完了審査申請 審査書案了承/決定

東海第二 BWR 14.05.20 18.07.04/18.09.26 18.10.18 

敦賀 2 PWR 15.11.05 

泊 1 PWR 13.07.08 

泊 2 PWR 13.07.08 

泊3 PWR 13.07.08 

女川 2 BWR 13.12.27 19.11.27/20.02.26 21.12.23 

女川3 BWR 

東通 1 BWR 14.06.10 

柏崎刈羽 1 BWR 

柏崎刈羽 2 BWR 

柏崎刈羽3＊ BWR 

柏崎刈羽 4 BWR 

柏崎刈羽 5 BWR 

柏崎刈羽 6 ABWR 13.09.27 17.10.04/17.12.27 

柏崎刈羽 7 ABWR 13.09.27 17.10.04/17.12.27 20.10.14 

浜岡 3 BWR 15.06.16 

浜岡4 BWR 14.02.14 

浜岡 5 ABWR 

志賀 1 BWR 

志賀 2 ABWR 14.08.12 

美浜 3 PWR 15.03.17 16.08.03/16.10.05 16.10.26 21.07.27 20.9.18

高浜 1 PWR 15.03.17 16.02.24/16.04.20  16.06.10 20.9.18

高浜 2 PWR 15.03.17 16.02.24/16.04.20 16.06.10 22.1.31

高浜3 PWR 13.07.08 14.12.17/15.02.12 15.08.04 16.02.26 16.02.26 20.12.11

高浜4 PWR 13.07.08 14.12.17/15.02.12 15.10.09 17.06.16 17.06.16 21.3.25

大飯 3 PWR 13.07.08 17.02.22/17.05.24 17.08.25 18.04.10 18.08.30

大飯 4 PWR 13.07.08 17.02.22/17.05.24 17.08.25 18.06.05 18.08.30

島根2 BWR 13.12.25 21.06.23/21.09.15 

伊方3 PWR 13.07.08 15.05.20/15.07.15 16.03.23 16.09.07 16.05.25 21.10.5

玄海3 PWR 13.07.12 16.11.09/17.01.18 17.08.25 18.05.16 18.05.16 

玄海 4 PWR 13.07.12 16.11.09/17.01.18 17.09.14 18.07.19 18.07.19 

川内 1 PWR 13.07.08 14.07.16/14.09.10 15.03.18 15.09.10 15.09.10 20.11.11

川内 2 PWR 13.07.08 14.07.16/14.09.10 15.05.22 15.11.17 15.11.17 20.12.26
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再稼働に向けた安全対策工事の裨益 推計試行

③原子力産業が他産業や国内経済に及ぼす影響ー再稼働による裨益

発電炉名 炉型
原子炉設置（変更）許可手続き 工事計画認

可
営業運転再

開
安全対策工事

完了
特重施設
工事完了審査申請 審査書案了承/決定

東海第二 BWR 14.05.20 18.07.04/18.09.26 18.10.18 

敦賀 2 PWR 15.11.05 

泊 1 PWR 13.07.08 

泊 2 PWR 13.07.08 

泊3 PWR 13.07.08 

女川 2 BWR 13.12.27 19.11.27/20.02.26 21.12.23 

女川3 BWR 

東通 1 BWR 14.06.10 

柏崎刈羽 1 BWR 

柏崎刈羽 2 BWR 

柏崎刈羽3＊ BWR 

柏崎刈羽 4 BWR 

柏崎刈羽 5 BWR 

柏崎刈羽 6 ABWR 13.09.27 17.10.04/17.12.27 

柏崎刈羽 7 ABWR 13.09.27 17.10.04/17.12.27 20.10.14 

浜岡 3 BWR 15.06.16 

浜岡4 BWR 14.02.14 

浜岡 5 ABWR 

志賀 1 BWR 

志賀 2 ABWR 14.08.12 

美浜 3 PWR 15.03.17 16.08.03/16.10.05 16.10.26 21.07.27 20.9.18

高浜 1 PWR 15.03.17 16.02.24/16.04.20  16.06.10 20.9.18

高浜 2 PWR 15.03.17 16.02.24/16.04.20 16.06.10 22.1.31

高浜3 PWR 13.07.08 14.12.17/15.02.12 15.08.04 16.02.26 16.02.26 20.12.11

高浜4 PWR 13.07.08 14.12.17/15.02.12 15.10.09 17.06.16 17.06.16 21.3.25

大飯 3 PWR 13.07.08 17.02.22/17.05.24 17.08.25 18.04.10 18.08.30

大飯 4 PWR 13.07.08 17.02.22/17.05.24 17.08.25 18.06.05 18.08.30

島根2 BWR 13.12.25 21.06.23/21.09.15 

伊方3 PWR 13.07.08 15.05.20/15.07.15 16.03.23 16.09.07 16.05.25 21.10.5

玄海3 PWR 13.07.12 16.11.09/17.01.18 17.08.25 18.05.16 18.05.16 

玄海 4 PWR 13.07.12 16.11.09/17.01.18 17.09.14 18.07.19 18.07.19 

川内 1 PWR 13.07.08 14.07.16/14.09.10 15.03.18 15.09.10 15.09.10 20.11.11

川内 2 PWR 13.07.08 14.07.16/14.09.10 15.05.22 15.11.17 15.11.17 20.12.26

• 安全対策工事、特重施設工事の期
間が厳密には確認できないため、
以下の想定で工事期間を見積もっ
た。

1. 特重工事まで完了した炉

• 審査申請日～安全対策工事完了日まで
を安全対策工事期間とした。

• 安全対策工事完了日～特重施設工事完
了日までを特重施設工事期間とした。

2. 安全対策工事まで完了した炉

• 審査申請日～安全対策工事完了日まで
を安全対策工事期間とした。

• 安全対策工事完了日～現在までを特重
施設工事期間とした。

3. 営業運転が再開していない炉

• 審査申請日～現在までを安全対策工事
期間とした。

※なお、安全対策工事完了日が不明な場
合は営業運転再開日を工事完了日とした。

推計条件
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国内動向：ベンダー動向

米国

大型軽水炉を開発してきた従来のベンダーは、従来の大型炉の展開を図りつつも、先進炉開発に力を入

れる。先進炉開発においては、スタートアップ企業も開発を主導し、規制当局の承認を得る動きも。

開発ベンダー（企業の属性） 対象炉 最近の動向

NuScale社（スタートアップ） VOYGR • 2020年9月 NRCが標準設計承認（SDA）を発行（米国初）
• 2021年4・5月 日揮およびIHIがそれぞれ4,000万ドルをNuScale社に出資することを発表
• 2021年6月 米GS Energy North America Investments社と投資契約を締結
• 2021年11月 海洋原子力発電所の導入に向け加Prodigy社および加Kinetrics社とMOUを締結
• 2022年12月 SMR関連機器の設計を仏Framatome社に発注したことを発表
• 2023年1月 NRCがSMRとしては米国初の設計認証（DC）を発効

GEH社（プラントメーカ） BWRX-300 • ２０２０年12月 1件目の許認可トピカルレポートについて、NRCが最終安全評価報告書を発行
• ２０２１年7月 加カメコ社および米GNF-A社と商業化・導入促進に向けたMOUを締結
• 2021年12月 加OPG社がダーリントンサイトに建設するSMRとして米GEH社のBWRX-300を選定
• 2022年６月 加サスカチュワン州の2030年代半ばまでのSMR建設に向けてBWRX-３００を選定

X-エナジー社（スタートアップ） Xe-mobile • 2021年3月 DODの可搬式マイクロリアクター設計プロジェクトに選定

X-エナジー社 Xe-100 • 2020年10月 ARDP（先進炉実証）において支援先に選定
• 2022年8月 Xe-100の基本設計を完了
• 2023年3月 米ダウ社と米国メキシコ湾岸地域拠点にXe-100を建設するための共同開発契約（JDA）を締結

テラパワー社（スタートアップ）
（GEH社と共同設計）

ナトリウム冷却高速炉 • 2020年10月 ARDP（先進炉実証）において支援先に選定
• 2021年6月 NRCに規制関与計画書を提出（建設許可：2023年8月提出予定）
• 2022年1月 日本原子力研究開発機構（JAEA）、三菱重工業（MHI）、三菱FBRシステムズ株式会社とMOUを締結

USNC社（スタートアップ） MMR • 2021年6月 イリノイ大学内に研究・試験炉施設を建設する許可申請の趣意書をNRCに提出
• 2022年２月 アラスカ州の電力会社であるコッパ―・バレー電気協会とフィージビリティスタディを実施中であると発表

WH社（プラントメーカ） eVinci • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定

Kairos Power社（スタートアップ） Kairos Power KP-X
（複数タイプあり）

• 小型試験炉ヘルメスについて、ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定
• 2021年7月 東テネシー技術パークに2026年の運開を目指し、1億ドルを投資することを発表

BWXT社（製造企業） BANR • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定

BWXT社 不明 • 2021年3月 DODの可搬式マイクロリアクター設計プロジェクトに選定

ホルテック社（技術開発・プロジェクト管
理企業）

SMR-160 • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定
• 2020年12月 NRCに許認可トピカルレポートを提出
• 2022年7月 74億ドル規模の小型モジュール炉（SMR-160）建設プログラムを連邦融資制度に申請

サザン社子会社（電気事業者） MCRE • 2020年12月 ARDP（将来の実証のためのリスク低減）において支援先に選定

ARC社（スタートアップ） ARC-100 • 2020年12月 ARDP（先進炉コンセプト）において支援先に選定

General Atomics社（製造企業） FMR • 2020年12月 ARDP（先進炉コンセプト）において支援先に選定

MIT（大学） HTGR • 2020年12月 ARDP（先進炉コンセプト）において支援先に選定

表 米国における主要な先進炉開発状況と近年の動向
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⚫ エネルギー省（DOE）

⚫ ホワイトハウス

⚫ 原子力規制委員会（NRC）

⚫ 連邦議会

⚫ 国防総省（DOD）

⚫ 米環境保護庁（EPA）

⚫ テネシー計画開発公社（TVA）

⚫ イリノイ州議会

⚫ コネチカット州

⚫ コンステレーション社(旧エクセロン社)

⚫ サザン社サザン・カリフォルニア・エディソン（SCE）社

⚫ ウェスティングハウス（WH）社

⚫ ゼネラル・エレクトリック社（GE）

⚫ サウスカロライナ・ガス＆エレクトリック（SCE）社

⚫ エンタジー社

出所

米国

⚫ ウェースト・コントロール・スペシャリスト（WCS）社

⚫ ロチェスター・ガス＆エレクトリック社

⚫ ジョージア・パワー社

⚫ ニュースケール・パワー社

⚫ テレストリアル・エナジー社

⚫ Xエナジー社

⚫ 米国濃縮会社（USEC）／セントラス・エナジー社

⚫ オマハ公営電力（OPPD）

⚫ 米国原子力協会（NEI）
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英国
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設備容量：588．3万kW

発電電力量：418億kWh

運転中：9基（AGR8基、PWR1基）

原子力シェア：14.8%

建設中： ２基（EPR）

計画中：2基（EPR2基）

原子力施設所在地図

英国
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原子力業界構造

英国

BEISの再編によって誕生したDESNZが原子力政策を担う。独立機関であるONRが規制を担い、

DWP等が議会への説明責任を負う。放射性廃棄物処分・廃止措置はNDAの子会社が実施。

原子力発電事業者はEDFエナジー社のみ。

原子力行政・事業構造 電気事業構造
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⚫ WNA, Nuclear Power in United Kingdom

⚫ IAEA, Power Reactor Information System

⚫ 英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）

⚫ 英国エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ）

⚫ 英国原子力規制局（ONR）

⚫ 英国原子力廃止措置機関（NDA）

⚫ 英国ガス・電力市場規制局（Ofgem）

⚫ EDFエナジー社

⚫ ニュークリア・ウェイスト・サービス（NWS）

⚫ 放射性廃棄物管理会社(RWM)

⚫ 英国議会

⚫ ナショナル・グリッド社

⚫ ロールス・ロイス社

⚫ ロールス・ロイスSMR社

⚫ モルテックス・エナジー社

⚫ カナダ原子力安全委員会

⚫ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）

出所

英国



Copyright © Mitsubishi Research Institute 41

フランス
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設備容量：6,137万kW 発電電力量：3,634億kWh

運転中：56基（PWR） 建設中：1基（PWR） 計画中：0基 原子力シェア：69.0%

原子力施設所在地図

フランス
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⚫ 大統領府

⚫ 首相府

⚫ エコロジー移行省

⚫ 会計検査院

⚫ ASN

⚫ ANDRA

⚫ AREVA社

⚫ CEA

⚫ EDF

⚫ EDFエナジー

⚫ ENGIE社

⚫ Alstom社

⚫ 英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省

⚫ 中国国家能源局

⚫ NAAREA社

⚫ Assystem社

出所

フランス
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ドイツ
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設備容量：405.5万kW 発電電力量：654億kWh

運転中：3基 建設中：0基 計画中：0基 原子力シェア：11.9%

原子力施設所在地図

ドイツ
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⚫ CDU・CSU・SPD2013年、2018年連立協定

⚫ SPD、緑の党、FDP 2021年連立協定

⚫ CIA, The World Factbook

⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information 

System (NFCIS)

⚫ M.Weis, M. Flakowski, R. Haid, F. 

Plaputta, F Volker, Plutonium-

Verwertung: 40 Jahre MOX-Einsatz in 

deutschen Kernkraftwerken, 

Atomwirtschaft, December 2006.

⚫ UN, Energy Statistics Yearbook 

⚫ 原子力法

⚫ サイト選定法

⚫ 再生可能エネルギー法

⚫ 2015年廃止措置・廃棄物管理費用に係る二次責任

法

⚫ 連邦政府

⚫ 連邦環境・自然保護・原子炉安全・消費者保護省

（BMUV）

出所

ドイツ

⚫ 連邦経済・気候保護省（BMWK）

⚫ 連邦放射線防護庁（BfS）

⚫ 連邦放射性廃棄物処分安全庁（BASE）

⚫ 高レベル放射性廃棄物処分委員会最終報告書

⚫ 連邦憲法裁判所

⚫ 欧州司法裁判所

⚫ 原子力安全条約ドイツ国別報告書

⚫ RWE社

⚫ E.ON社

⚫ EnBW社

⚫ Vattenfall社

⚫ 脱原子力に係る費用確保に関する協定（バックエ

ンド協定）

⚫ 成長・構造変革・雇用委員会最終報告書

⚫ ドイツ水素戦略
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中国
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設備容量：5,315.0万kW 発電電力量：3,832億kWh

運転中：55基（PWR52基、PHWR2基、HTGR1基）

建設中：21基（PWR19基、FBR2基） 計画中：47基 原子力シェア：5.0%

原子力施設所在地図

中国
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⚫ WNA, Nuclear Power in China

⚫ 第13次五カ年計画

⚫ 第14次五カ年計画

⚫ CNNC

⚫ CGN

⚫ SPIC

⚫ SNPTC

⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information 

System

⚫ IAEA, Country Nuclear Power Profiles

⚫ 廃棄物合同条約中国第6回国別報告書

⚫ WNA, China's Nuclear Fuel Cycle

⚫ 原子力安全法

⚫ 国家核安全局

⚫ 北京地質研究院（BRIUG）

⚫ 中国北山地下研究所建設工程環境影響報告書

出所

中国

⚫ WNA, Nuclear Power in Pakistan

⚫ WNA, Nuclear Power in Argentina

⚫ 英国Office for Nuclear Regulation
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韓国
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設備容量：2,443.1万kW 発電電力量：1,505億kWh

運転中：25基（PWR22基, PHWR3基） 建設中：3基（PWR） 計画中：0基 原子力シェア：２8．0%

原子力施設所在地図

韓国
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⚫ IAEA, Country Nuclear Power Profiles, Korea

⚫ 韓国政府ポータルサイト

⚫ 大統領府

⚫ 産業通商資源部

⚫ 科学技術情報通信部

⚫ 外交部

⚫ 韓国電力公社

⚫ 韓国水力原子力株式会社

⚫ 原子力安全委員会

⚫ 原子力環境公団

⚫ 原子力発電白書

出所

韓国
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インド
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設備容量679.5万kW 発電電力量：398億kWh

運転中：22基 建設中：8基 計画中：12基 原子力シェア：3.2%

原子力施設所在地図

インド
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原子力業界構造

インド

規制当局は原子力規制委員会（AERB）。インドにおける原子力事業は発電、研究開発、燃料製造まで一

括して原子力庁（DAE）のもと、国営での事業体制となっている。規制、事業部門がいずれも原子力の国

家方針を決定する原子力委員会の傘下にあるが、AERBはDAEとは独立して規制を行っているとして

いる。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ インド議会

⚫ インド原子力発電公社（NPCIL）

⚫ 計画委員会

⚫ 原子力庁（DAE）

⚫ 国際原子力機関（IAEA）

⚫ インド首相府

⚫ 米国務省

⚫ カメコ社ニュースリリース

⚫ バーバ原子力研究センター（BARC）

⚫ インド原子力規制委員会（AERB）

⚫ インド電力庁、国家電力計画

⚫ インド新・再生可能エネルギー省

出所

インド
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ロシア
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設備容量：2,７72.７万kW 発電電力量：２,０８４億kWh

運転中：3７基（PWR21基、黒鉛炉１２基、FBR2基、浮揚式2基）、 原子力シェア：２０．０%

建設中：3基（PWR2基、鉛冷却高速炉1基）

計画中：２5基

原子力施設所在地図

ロシア
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国外動向（２）

ロシア

国 プラント名 炉型 基数 備考

ベラルーシ
オストロベツ
2号機

VVER-1200 1 建設中（2013年建設開始）

インド
クダンクラム
3、4号機

VVER-1000 2
建設中（３，４号機は2017年
建設開始）

インド
クダンクラム
５、6号機

VVER-１０００ 2 建設中（20２１年建設開始）

バングラデシュ ルプール1、2号機 VVER-1200 2
建設中（1号機は2017年、2
号機は2018年建設開始）

トルコ アキュ1、2、３号機 VVER-1200 ３
建設中（1号機は201８年、2
号機は20２０年、3号機は
2021年建設開始）

イラン ブシェール2号機 VVER-1000 1 建設中（２０19年建設開始）

中国 田湾7、8号機 VVER-1200 １
建設中（7号機は2021年、8
号機は2022年建設開始）

中国 徐大堡３、4号機 VVER-1200 １
建設中（3号機は2021年、

4号機は2022年建設開始）

表 ロシア国外の原子力プロジェクトの状況（20２3年3月現在）

建設中：15基

国 プラント名 炉型 基数 備考

イラン ブシェール3号機 VVER-1000 1

アルメニア メタモール3号機 VVER-1000 1

エジプト エルダバ1、2、3、4号機 VVER-1200 4 建設許可申請を提出済

トルコ アキュ4号機 VVRE-1200 １
2021年10月、建設許可
を取得

フィンランド ハンヒキビ1 VVER-1200 1
フィンランド側が契約解
除する旨表明済

契約済：8基

国 プラント名 炉型 基数 備考

ハンガリー パクシュ5、6号機 VVER-1200 2

スロバキア ボフニチェV3 VVER-1200 1

ウズベキスタ
ン

レイク・チューダクー
ル

VVER-1200 2
2028年

運開予定

受注確定：5基
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Russia

⚫ WNA, Nuclear Power in Russia

⚫ WNA, Russia's Nuclear Fuel Cycle

⚫ Energy Strategy of Russia for the period up to 2030

⚫ Energy Strategy 2035（ES-2035）

⚫ 廃棄物合同条約ロシア第６回国別報告書

⚫ ロシア大統領府

⚫ ROSATOM社

⚫ ロスエネルゴアトム社

⚫ Mayak社

⚫ NO RAO社

⚫ ロシア連邦環境・技術・原子力監督庁

出所

ロシア



Copyright © Mitsubishi Research Institute 116

準重点国の国別プロファイル
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カナダ
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設備容量：1,362.4万kW 発電電力量：868億kWh

運転中：19基（PHWR19基）建設中：0基 計画中：0基 原子力シェア：14.3%

原子力施設所在地図

カナダ



Copyright © Mitsubishi Research Institute 120

原子力業界構造

カナダ

州営電気事業者が原子力発電事業を実施しており、CANDU炉の開発等も自国で実施されている。

連邦制国家であるが安全規制は連邦機関のカナダ原子力安全委員会（CNSC）が所掌している。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造（メーカー以外はオンタリオ州の事例）
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⚫ Uranium 2020: Resources, Production 

and Demand

⚫ 連邦議会

⚫ 連邦政府法令データベース

⚫ 連邦天然資源省

⚫ SMRロードマップウェブサイト

⚫ SMRアクションプランウェブサイト

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles

⚫ 核燃料廃棄物管理機関（NWMO）

⚫ オンタリオ・パワー・ジェネレーション（OPG）社

⚫ カナダ原子力安全委員会（CNSC）

⚫ オンタリオ州政府

⚫ ブルースパワー社

⚫ IAEA PRIS

⚫ SNC-ラヴァリン社

⚫ テレストリアルエナジー社

⚫ ウェスティングハウス社

出所

カナダ
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ポーランド
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設備容量：0kW 発電電力量：0kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基 原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

ポーランド
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原子力業界構造

ポーランド

規制当局は原子力庁（PAA）。原子力・放射線安全規制を担う。ポーランドは原子力未導入国であり、国

内にベンダー、原子力発電事業者は存在しない。政府所有のポーランド原子力発電会社（PEJ）が原子力

発電導入のプロジェクト会社として活動している。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Poland

⚫ WNA, Nuclear Power in Poland

⚫ Polityka Energetyczna Polski do 2040 roku （PEP2040）

⚫ ポーランド原子力庁

⚫ PGE

⚫ PGE EJ1資料

⚫ AREVA社

⚫ ポーランド首相府

⚫ ポーランド気候・環境省

⚫ ポーランドエネルギー規制局

⚫ Ｓｙｎｔｈｏｓ社

⚫ ＺＥ PAK社

⚫ 米国エネルギー省

⚫ フランス電力

⚫ 韓国水力原子力

出所

ポーランド
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チェコ
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設備容量：４２１．２万kW 発電電力量：290億kWh

運転中：6基 建設中：0基 計画中：1基 原子力シェア：36.6%

原子力施設所在地図

チェコ
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原子力業界構造

チェコ

規制当局は原子力安全局（SUJB）。原子力・放射線安全規制を担う。電気事業では政府が70％出資す

るチェコ電力（CEZ）が発電の2/3を占め、欧州有数の大規模電気事業者として活動している。原子力

エンジニアリング会社のシュコダJSはロシア傘下だったが、ウクライナ侵攻を受け、2022年6月に

CEZがロシア持分を取得して単独所有者となった。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA, Country Nuclear Power Profiles

⚫ STÁTNÍ ENERGETICKÁ KONCEPCE ESKÉ 

REPUBLIKY, Dexember 2014

⚫ 廃棄物合同条約チェコ国別報告

⚫ Energy in Central and Eastern Europe 

(CEE)

⚫ チェコ政府

⚫ チェコ産業貿易省（MPO）

⚫ チェコ気候保護計画2017年

⚫ チェコ原子力安全局（SUJB）

⚫ チェコ議会上院

⚫ チェコ議会下院

⚫ 放射性廃棄物処分機関（SÚRAO）

⚫ チェコ電力（CEZ社）

出所

チェコ

⚫ ウェスティングハウス社

⚫ GE日立ニュークリア・エナジー社

⚫ ロールスロイス社
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ブルガリア
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設備容量：200.6万kW 発電電力量：158億kWh

運転中：2基 建設中：0基 計画中：1基（PWR） 原子力シェア：34.6%

原子力施設所在地図

ブルガリア
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, 

Bulgaria

⚫ WNA, Nuclear Power in Bulgaria 

⚫ CMS社

⚫ 原子力安全条約ブルガリア第8回国別報告書

⚫ 欧州委員会

⚫ INTEGRATED ENERGY AND CLIMATE 

PLAN OF THE REPUBLIC OF BULGARIA 

2021–2030

⚫ 廃棄物合同条約ブルガリア第6回国別報告書

⚫ フルアー社

出所

ブルガリア
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ルーマニア
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設備容量：130万kW 発電電力量：104億kWh

運転中：2基 建設中：0基 計画中：2基（PWR） 原子力シェア：18.5%

原子力施設所在地図

ルーマニア
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原子力業界構造

ルーマニア

エネルギー省傘下で、政府が筆頭所有者であるニュークリアエレクトリカ社が原子力発電事業を実施。

安全規制は原子力利用に関わる政府機関から独立した国家原子力委員会（CNCAN）が担当。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Romania

⚫ WNA, Nuclear Power in Romania

⚫ CMS社

⚫ 原子力安全条約ルーマニア第8回国別報告書

⚫ 欧州委員会

⚫ The 2021-2030 Integrated National Energy and Climate Plan

⚫ 廃棄物合同条約ルーマニア第6回国別報告書

⚫ ニュークリアエレクトリカ社

⚫ カナダ連邦天然資源省

⚫ 米国 ホワイトハウス

⚫ 米国 国務省

⚫ ルーマニア大統領府

⚫ SNC-ラヴァリン社

出所

ルーマニア
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ハンガリー
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設備容量：191.6万kW 発電電力量：151億kWh

運転中：4基 建設中：0基 計画中：2基（PWR） 原子力シェア：46.8%

原子力施設所在地図

ハンガリー
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原子力業界構造

ハンガリー

ハンガリー唯一のパクシュ原子力発電所は、ほぼ国営のハンガリー電力の子会社が運転している。

安全規制機関のハンガリー原子力庁（HAEA）は、組織・財務面で独立性を有する公共行政機関である。

⚫ 原子力規制・産業構造 ⚫ 電気事業構造
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Hungary

⚫ WNA, Nuclear Power in Hungary

⚫ CMS社

⚫ 原子力安全条約ハンガリー第8回国別報告書

⚫ 欧州委員会

⚫ National Energy and Climate Plan

⚫ 廃棄物合同条約ハンガリー第6回国別報告書

⚫ PAKS II. ZRT

⚫ ハンガリー原子力庁（HAEA）

出所

ハンガリー
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調査対象国の国別プロファイル



Copyright © Mitsubishi Research Institute 184

スイス
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設備容量：297.3万kW

発電電力量：186億kWh

運転中：4基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：28.8%

原子力施設所在地図

スイス
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⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information System (NFCIS)

⚫ 原子力法(KEG) 

⚫ 原子力安全条約スイス国別報告書

⚫ Energieperspektive 2050+

⚫ 放射性廃棄物管理共同組合(NAGRA)

⚫ 連邦エネルギー庁（BFE）

⚫ 連邦環境・運輸・エネルギー・通信省（UVEK）

⚫ 連邦原子力安全検査局（ENSI）

⚫ 連邦環境庁（BAFU）

⚫ 連邦議会

⚫ BKW社

⚫ AXPO社

出所

スイス
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ベルギー
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設備容量：３９２．８万kW

発電電力量：480億kWh

運転中：5基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：50.8%

原子力施設所在地図

ベルギー
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⚫ Energy policies of IEA countries, Belgium

⚫ OECD/NEA、“Radioactive waste management 

programmes in OECD/NEA member countries, 

Belgium”

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles 

⚫ 「商業原子力発電からの段階的撤退に関する法律」（脱原子力法）

⚫ 欧州司法裁判所

⚫ ベルギー憲法裁判所

⚫ ベルギー連邦原子力規制機関（AFCN/FANC）

⚫ ONDRAF／NIRAS

⚫ 連邦経済省

⚫ ベルギー気候・エネルギー大臣官房

⚫ ENGIE社

⚫ Elia社

⚫ PROSPECTIEVE STUDIE ELEKTRICITEIT 2021

出所

ベルギー
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フィンランド
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設備容量：439.4万kW

発電電力量：226億kWh

運転中：5基 建設中：0基 計画中：1基

原子力シェア：32.8%

原子力施設所在地図

フィンランド
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⚫ Fennovoima社

⚫ Finland’s Integrated National Energy and Climate 

Plan

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles Finland

⚫ STUK

⚫ TVO

⚫ フォータム社

⚫ ポシバ社

⚫ 雇用経済省

出所

フィンランド
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スウェーデン
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設備容量：68８.5万kW

発電電力量：514億kWh

運転中：6基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：30.8%

原子力施設所在地図

スウェーデン
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⚫ Sweden’s Integrated National Energy and Climate 

Plan

⚫ スウェーデン政府

⚫ スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）

⚫ スウェーデン放射線安全機関（SSM）

⚫ Vattenfall社

⚫ OKG社

⚫ Kärnfull Next社

⚫ スウェーデン王立工科大学

出所

スウェーデン
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イタリア
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設備容量：0万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

イタリア
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⚫ Convention on Nuclear Safety Eighth Italian National 

Report

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles Italy

⚫ INTEGRATED NATIONAL ENERGY AND CLIMATE PLAN 

⚫ Joint Convention on the Safety of Spent Fuel 

Management and on the Safety of Radioactive Waste 

Management Fifth Italian National Report

⚫ SOGIN

⚫ 国家放射性廃棄物センター

出所

イタリア
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オランダ
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設備容量：48.2万kW

発電電力量：36億kWh

運転中：1基 建設中：0基 計画中：０基

原子力シェア：3.1%

原子力施設所在地図

オランダ
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⚫ EPZ社

⚫ ERH 社

⚫ IAEA, Nuclear Fuel Cycle Information System (NFCIS)

⚫ オランダ経済省, Energierapprt2008, June 2008

⚫ オランダ経済省

⚫ オランダ政府

⚫ デルタ社

⚫ オランダ原子力安全・放射線防護庁

⚫ Orano社

⚫ 経済気候政策省, Integrated National Energy and Climate 

Plan 2021-2030 The Netherlands,2019

出所

オランダ
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ウクライナ
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設備容量：1310.7万kW

発電電力量：８１１億kWh

運転中：15基（PWR15基） 建設中：2基 計画中：0基

原子力シェア：5５．０%

原子力施設所在地図

ウクライナ
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⚫ Energy Strategy of Ukraine for the Period until 2030

⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, Ukraine

⚫ WNA, Nuclear Power in Ukraine

⚫ 欧州委員会

⚫ 欧州復興開発銀行

⚫ ウクライナ・エネルゴアトム社

⚫ ウクライナ国家原子力規制検査局

⚫ チェルノブイリ原子力発電所

出所

ウクライナ
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台湾
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設備容量：285.9万kW

発電電力量：314億kWh

運転中：3基 建設中：0基 計画中：0基

原子力シェア：11%

原子力施設所在地図

台湾
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⚫ 経済部

⚫ 中央選挙委員会

⚫ 台湾電力公司

⚫ 原子能委員会

出所

台湾
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パキスタン
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⚫ IAEA, Statement by the Leader of the Pakistan 

Delegation, SIXTY-FIRST ANNUAL GENERAL 

CONFERENCE OF THE INTERNATIONAL ATOMIC 

ENERGY AGENCY

⚫ Medium Term Development Framework 2005-2010, 

Planning Commission, Government of Pakistan, May 

2005.

⚫ パキスタン外務省

⚫ パキスタン原子力委員会（PAEC）

⚫ 国家送電会社（NTDC）

⚫ パキスタン電力会社（PEPCO）

⚫ カラチ電力供給会社（KESC）

⚫ 駐カラチ中国総領事館

⚫ 中国核工業総公司（CNNC）

出所

パキスタン
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トルコ
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設備容量：０万kW

発電電力量：0億kWh

運転中：0基 建設中：4基 計画中：0基

原子力シェア：0%

原子力施設所在地図

トルコ
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⚫ A FULL REPORT TO THE 8TH REVIEW MEETING OF 

CONVENTION ON NUCLEAR SAFETY

⚫ ENGIE社（旧GDF-Suez社）

⚫ IAEA Power Reactor Information System

⚫ REPUBLIC OF TURKEY INTENDED NATIONALLY 

DETERMINED CONTRIBUTION

⚫ アキュ原子力発電会社

⚫ デクレ法第702号「原子力規制庁の組織と任務、及び数件の法律の改正

に関するデクレ法」

⚫ トルコエネルギー・原子力・鉱業研究所

⚫ トルコ大統領府

⚫ 原子力規制庁

⚫ 大統領令第4号「大臣や他の機関及び組織と関係し、連携し、及び関連して

いる機関の組織及び組織に関する大統領令」

⚫ 「電力・エネルギーの市場及び供給保障に係る戦略文書」

⚫ 日本 外務省

出所

トルコ
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アラブ首長国連邦
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設備容量：403.5万kW

発電電力量：101億kWh

運転中：3基（PWR） 建設中：1基 計画中：0基

原子力シェア：7.0%

原子力施設所在地図

アラブ首長国連邦
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⚫ IAEA Country Nuclear Power Profiles, United Arab Emirates

⚫ UAE政府

⚫ 連邦原子力規制局（FANR）

⚫ 首長国原子力会社（ENEC）

⚫ 国営通信（WAM）

⚫ 米国原子力協会（NEI）

⚫ 韓国電力公社

⚫ Nawah Energy

出所

アラブ首長国連邦





令和5年3月31日

別添3

「IAEA国際会議の開催に係る準備・開催運営等」

令和4年度原子力の利用状況等に関する調査
（国内外における原子力政策・産業動向調査等）
調査報告書
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はじめに

本別添資料は、令和４年度11月２８日～12月2日にかけて、オーストリア/ウィーンにて第5回の会合が開催された「PLiM
（Nuclear Power Plant Life Management）」について、日本側事務局として実施した、以下の内容を取りまとめたもの
である。

1. プログラム等準備作業
• 日本の産業界とも連携しつつ、IAEA との調整や現在策定中のプログラム等に基づく準備作業

2. PLIM-5報告書の作成
• IAEA と連携し、報告書の作成

3. PLIM-5会議運営支援
• IAEA からの要請に基づく、実際の会議運営支援
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（１）プログラム等準備作業
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（2）PLIM-5報告書の作成
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PLIM-5報告書（１）

PLIM-5会議概要

（2）PLIM-5報告書の作成

PLIMとは

⚫ PLIMは原子力発電プラントのマネジメントに、（特に）中長期な時間軸を考慮した際の国際的な共通課題を議論する場であり、

2002年以降、5年に１回の頻度で開催（近年は4年に1回の頻度としようという流れ在り）。

- （補足）日本でいう“高経年化対策（所謂Ageing Management）”はひとつのテーマであり、本会議ではその他、原子力プ

ラントマネジメントに必要な各要素（原子力利用方針、経済性の追求、安全強化策、マネジメント・ステークホルダーエンゲージ

メント、安全規制）について、時間軸を考慮した各国取組み状況や課題の共有などが行われる。

PLIM-5

⚫ 【概要】 ２０２２年11月２８日（月）から１２月２日（金）にかけて、オーストリア・ウィーンにて開催（IAEA主催（NE/NS共催））

- （補足）PLIM-4において東大・関村先生がPLIM-5の日本開催を提案。そのため当初、日本・大阪で2022年5月に開催予定

であったが、コロナ禍（特に2022年1月時点での日本の厳しい検疫の存在）もあり、11月にウィーンで開催する運びとなった。

- （補足）日本・大阪で2022年5月で開催を計画していた際は、「IAEA主催（NE/NS共催）、METI殿ホスト」という形であった

が、ウィーン開催に伴い、 「IAEA（NE/NS共催）主催、METI殿cooperating organization」という形で開催。

⚫ 【会議議長】PLIMｰ4会議ホストを務めたフランス（EDF）と日本（引原大使）が会議共同議長

- 当初関村先生が議長を務める予定であったが、他会議とのバッティングもあり、Opening speechでご講演。

⚫ 【参加国・参加者】６１の加盟国、８つ組織（OECDやEPRIなど）から、約50０名が参加。計118件の発表（ポスター含）。

⚫ 【日本からの関与】日本はPLIM-5の最大のコントリビュータとなった。

- プログラム委員：METI安良岡様・東大村上先生

- 発表件数25件（ポスター含、規制庁様からの発表2件含）、パネルディスカッション3（CNへの貢献）のファシリテータ

- 参加者：オンラインを含め、計52名（日本に拠点がある組織からの参加者）。
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PLIM-5報告書（2）

Anna Hajduk Bradford（IAEA NSNI部長）のとりまとめ（結論）

（2）PLIM-5報告書の作成

⚫ 幅広い技術領域で多くのプロジェクトが複数の国で進行中であるが、それぞれが独自の環境と課題を抱えている。 また、

LTOに関連する法的枠組みも、国によって違いがある。

- 材料試験、予測モデル、リスク情報モデル、その他のプロセスなどの技術的活動を含む、LTOへの準備と実施に関する国際的

ベンチマークは、原子力セクターにとって非常に必要かつ有用である。

- LTOに係る規制枠組みの分野においては、これらのプロセスをベンチマークし、合理化、あるいは最終的に調和させるための

活動を特定し、追求する機会が必要である。

LTOに係る技術的活動や規制枠組みに係る情報・経験を共有する機会の必要である。

原子力は気候変動の影響を緩和するツールであり、原子力と再エネは競合せず、現実的には補完的である。

⚫ 原子力と再生可能エネルギーは競合するものではなく、現実には補完的であり、特に原子力は再生可能エネルギーの有する変動

性に柔軟に対応できるため、脱炭素社会の達成に貢献することができる。

⚫ LTOは気候変動の影響を緩和する重要なツールであり、また、リスク情報を活用した信頼性の高い手法は、費用対効果や競争力

を高める上で重要な役割を果たすため、ビジネスの観点からも魅力的な選択肢となりえる。

ステークホルダーエンゲージメントはデータドリブンな意思決定を促進する。

⚫ ステークホルダーエンゲージメントは、国民の原子力に対する理解にポジティブな影響を与え、データに基づく意思決定を促進す

ることができる。

LTOを支援するためのサプライチェーンの健全性改善が重要課題。

⚫ すべての加盟国は、LTOプロジェクトを支援し、供給断絶を最小限に抑えるために、サプライチェーンの健全性を向上させること

が重要であることに同意している。

- ナレッジマネジメントは、労働力の流動性が増加するにつれてより重要なものとなる。原子力発電産業は、労働力の流動性が存

在する側面ではより積極的な役割を担い、行動すべきである。
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PLIM-5報告書（3）

その他話題となった事項

（2）PLIM-5報告書の作成

⚫ ブルース・ダーリントンサイトの計10基のLTOに向けて、長期にわたる大型改修工事を実施中（2016年～2033年）。原子炉

領域における多くの構造物の取替え需要が発生し、（長期にわたって建設がなく）停滞していたカナダの原子力産業が再興。

- これまでメンテナンスサービスが中心であった原子力産業が、開発・製造業中心に移行。

- 設備取替えにおおくの資金・人材が投じられたことにより、産業基盤が強化されるにとどまらず、革新技術開発（イノベーショ

ン）も推進。結果、SMR設置も前進することとなった。

⚫ CANDU refurbishment（長期間の大型改修）を通した産業振興とイノベーション創出に関しては、テクニカルセッションで

の複数の発表のみならず、パネルディスカッションでも多く議論された。

カナダにおけるCANDU refurbishment（長期間の大型改修）を通した産業振興とイノベーション創出

サプライチェーンに係る課題（結論でも言及）

⚫ 2017年のPLIMでは“サプライチェーン”というキーワードは全く言及がなかったが、サプライヤー（建設時に設計・製造した企

業）撤退による、供給断絶防止やその影響ををいかに低減するか、いたるところで言及された。

- これは経済性の観点から有効なオプションであるLTOを推進するうえでの重要課題。

⚫ 供給断絶対策として、EC-JRCや米国EPRIにおけるAM（付加製造）技術とその標準化に関する発表あり。

Risk informed approach in Ageing management Program

⚫ テクニカルミーティングの話題でもあったが、リスク情報を活用した経年劣化管理（AMP）の必要性が共有された。

LMNPP Network 構築

⚫ IGALL等の改定に向けて、テクニカルワーキンググループ（TWG）を解体し、新たに専門家ネットワークを構築する。

- ステアリング・コミッティメンバーに、日本からは関村先生がご参加。
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（3）PLIM-5会議運営支援
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PLIM-5会議運営支援

IAEA からの要請に基づき、実際の会議運営支援を実施した。具体的な支援内容は以下の通りである。

• セッションチェア／ラポータ
複数のセッションの、セッションチェア／ラポータを担当した。また、MRI以外の日本人がセッション
チェア／ラポータを担当する場合は、事前に担当セッションPaperの論点整理を行うとともに、議事
録作成支援を実施した。また、セッションチェア／ラポータミーティングに参加し、当日の議論のサマ
リ等をIAEA事務局にインプットした。

• テクニカルオフィサー
複数のセッションのテクニカルオフィサーを担当した。
✓ Session6-2
✓ Session3-3
✓ Session1-3

• 企業展示サポート
日本企業の展示を支援した。

（3）PLIM-5会議運営支援






